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1.はじめに

本稿の目的は、 1984年から2004年までの全国消

費実態調査から得られた、家計の情報関連支出デ

ータにもとづいて、わが国における生活面の情報

化が、 1990年代半ばに生じた「IT革命」を経てど

のように進展したか、また、主として所得水準と

世帯主の年齢が情報関連支出にどのように影響し

ているかを検討して、情報格差の実態と要因の分

析に先立つ、基本的な視点を整理することであ

るl。

家計の消費支出に関するデータで見る限り、

1980年代までは、ニューメディアやマルチメディ

アなどの言葉に象徴される情報化や情報化社会の

イメージが先行し、家庭生活における情報化は全

体のトレンドとしては、まだ定着していなかった。

消費支出に占める情報関連支出について、 TVや

パソコンなどの情報関連機器購入、郵便料・電話

通話料などの通信費用、書籍や音楽・映像メディ

アの購入や受信料等のコンテンツ支出、及びフイ

ルムやテープなどの情報素材に至るまで幅広く含

めて、その総和の家計の消費支出全体に対する比

率として求めたものは「情報係数」と定義される。

この倍は、 1975年から1989年までの期間、 5%前

後で安定的に推移しており、この間の産業面での

情報化の進展に比べ、生活面での情報化はそれほ

ど進んだとは言えない状況にあった。さらに、

1989年の時点では、情報係数の値には、所得水準

や地域性による違いが観察されず、この視点から

は情報格差的現象を見出すことはできなかった

(椿[1991])c

IT革命を象徴するキーワードの代表は、 「イン

ターネット」、 「Windows」、 「携帯電話」である。

これらは、この十数年問で社会へ急速に普及して、

現代生活にとって不可欠な存在となっている。そ

れを受けて、 1994年から2004年の10年間で、情報

係数の値は5.3%から5.2%へと3ポイント増加し

たが、情報関連支出が一様に増加したわけではな

い。家計の消費支出に黄も大きな影響をもたらし

たのは移動電話の通信料であり、 2004年の消費支

出に占める割合は2.3%に達している。これに対

し、同じ10年間にパソコンの世帯普及率は16.6%

から69.3　へと大幅に増加したが、月々のパソコ

ン関係に対する支出金額は移動電話通信料の1/7

にも満たない。また、携帯電話による支出増は、

低所得層から高所得屑まで同じような比率で支出

を押し上げる一方、世代間では若年層ほど金額・

比率とも大きくなっており、情報関連支出に大き

な構造変化をもたらしている。

情幸田各差には2つの種類がある。 1つは、年

齢・学歴・所得など個人の属性の違いが、情報通

信技術の活用能力の習得機会や利用できる情報の

範囲に影響を及ぼし、その結果、収入や雇用面で

の格差を生じさせ、加齢や貧困によって情報や情

報通信機器にアクセスできない人々が、より困難

な状況に陥り、さらにそれが固定化する現象であ

る。もう1つは、離島や中山同地域など、ブロー

ドバンドサービスの利用困難な地域における情報

アクセス面での格差である。国の政策上の関心は、

E-Japan政策からU-Japan政策への移行に見られる

ように、ブロードバンド・ゼロ地域や携帯電話不

惑地域の解消のための施策といった後者に重点が

移りつつある2。しかしながら、前者の格差につ

いて、全体的な普及率や傾向だけを見て解決の方

向に向かっていると判断すべきではなく、年齢や

所得の違いが情報通信技術の利用状況にどのよう

に影響しているかを検証しておく必要がある。

本稿では、情報関連支出を「通信サービス」、

「情報通信機器」、 「情報コンテンツ」に分け、そ

I 5年間隅で実施される全国消費実態調査は、家計調査の5 - 6倍の50,000位帯以上を対象に行われ、精度の高いデータ

が得られている。

2総務省「デジタル.デイバイド解消戦略会議」平成19年10月
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こに帰属する品目の支出に、所得階層と世TT;主の

年齢がどのように影響しているかを分析して、 IT

革命を経て情報関連支出の構造がどう変化したか

を明らかにしていく。

2.情報関連支出の分析

2.1分析対象

本稿では、情報関連支出を表2-1のように定義

する。これらのカテゴリに該当するものを、 1984

午-2004年の全国消費実態調査における消費支出

の品目から抽出し、それぞれの品目の1か月平均

消費支出金額を2段階で再編成したものを分析対

象とする.第1レベルで、情報関連支出を「通信

サービス」、 「情報通信機器」、 「情報コンテンツ」

の3つに分け、第2レベルでは、さらに3-4項

目に分ける。第1レベルの分類は、 「情報支出指

標」の構成を「情報通信機器」、 「情報通信ネット

ワーク」、 「パッケージ型情報ソフト」と定義した、

平成10年版通信自書と基本的に共通している3。

第2レベルの分類では、椿[1991]の分析を踏ま

え、特に情報コンテンツの分野において、情報関

連消費をやや広くとらえようとするものである4。

全国消費実態調査は5年間隔で実施されるため、

表2-1情報関連支出の定義

第 1 レベル 第 2 レベル

通信サービス

郵便

電話サービス

インターネット接続料

情報通信接署是

通信機器

情報処理横器

情報受容 l女呉楽機器

情報コンテンツ

新開 .書籍

受信料

活字 l放送メディア以外の情報コン

テンツの購入や消rr

情報の生産 .消n ,などの活動に伴う

付帯的支出

調査年次ごとに品目の入れ替えが行われている。

情報関連支出の分野では、家庭の情報化の進展を

背景に、より詳細に支出内容を把揺するために品

目数が増してきている。品目の変遷や第2レベル

のカテゴリの内容について、詳しくは分野ごとの

分析結果の記述時に言及する。また、分析対象と

する世帯は、全体の傾向を把握するため二人以上

の一般世帯とし、主に全世帯のデータを用いる。

2.2　全体の動向

全世帯と勤労者世帯では、現役世代が多い勤労

者世帯の方が、年間収入・月平均消費支出・情報

関連支出のいずれも上回っているが、情報係数で

は大きな差は見られない(衷2-2 。 1994年までは、

収入、消費支出とも順調に増加し、情報関連支出

も消費支出全体に比例して増加してきたため、情

報係数の値は5%強の水準で推移してきた。 1999

年以降、年間収入と消費支出が減少に転ずる中で、

情報関連支出が一段と増加した結果、情報係数の

倍の上昇をもたらした。 1994年から2004年までの

10年間で、全世帯における情報係数の倍は5.18か

ら8.21へ3.03ポイント(率にして58% 、勤労者世

帯では5.09から8.56-3.47ポイント(同　5%)と

大幅に増加している。

図2-1は、全世帯における情事臣関連支出の推移

を第1レベルの分野別にプロットしたものであ

る。通信サービスへの支出が大きく増加し、 1999

年以降の情報関連支出の増加の大部分は、それに

よるものである。これに対し、情報通信機器は若

干の増加に止まり、情報コンテンツは90年代後半

から伸び悩んでいる。この状況は勤労者世帯で見

ても同株である。

図2-2は、分野ごとの情報関連支出の消費支出

に対する比率である。通信サービスは、 1994年ま

では金額では増加していたが、比率では減少傾向

にあった。 1999年以降は金新と同様に急上昇して

いる。情報通信関連機器は、 1994年に金新と同様

に一時的な落ち込みを見せた後、再び増加に転じ

3 「平成10年版通信自書」 (p.llO)。このほか「平成12年版通信日吉」でも、家計調査における品目を「ハード・機器」、

「ソフト・サービス」に再構成して分析が行われている。なお、家計調査では、電話通信料と受信料およびインターネ

ット接続料の合計を「情報通信関係費」として躯計している(「平成18年家計調査年報」).

4情報コンテンツの分野では、 「平成19年版情報通信自Vrl (p.223)と同様に、パッケージ型情報ソフト以外に、受信料、

映画・演劇・文化施設入場料やテレビゲームを含めた上、更にビデオ等コンテンツのレンタル料、文房具やフイルムな

ど情報活動に伴って消費される消耗品の購入を含めている。
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ているが、その水準は1%未満に止まっている。

情報コンテンツは1989年以降一貫して増加傾向に

ある。これらの傾向は勤労者世帯でも同様に見ら

れる。

表2_2　世帯の年間収入と消費支出の変化(全世帯、勤労者世帯平均)

午
年 間収 入 (千 円 ) 月平均 消 費支 出 (円 ) 情 報 関連支 出 (円 ) 情報 係数 (% )

t i!i w 勤 労者 世帯 全 世帯 勤労 者世 帯 全 世帯 勤労 者仕 荷 全 世帯 勤労 者世 帯

19 8 4 5 ,4 7 5 5 ,5 3 7 2 64 ,4 08 2 73 ,1 88 13 ,9 37 14 ,3 75 5 .2 7 5 .26

19 8 9 6 ,6 5 3 6 ,6 44 3 0 5,1 96 3 14 ,9 40 16 ,0 5 1 15 ,7 1 1 5 .26 4 .99

19 9 4 7,8 3 7 7,9 9 8 3 44 ,0 6 6 3 56 ,6 59 1 7,8 0 7 18 ,15 9 5 .18 5 .09

19 9 9 7,5 9 0 7,9 9 2 3 3 5,1 14 3 52 ,6 20 2 1,9 1 7 23 ,2 5 1 6 .54 6 .59

20 0′1 6,9 2 5 7,4 0 1 3 2 0,0 6 3 3 39 ,2 1 2 2 6,2 68 2 9,0 4 9 8 .2 1 8 .56

図211情幸昆関連支出金額の推移(全世帯)
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情報関連支出の推移を年間収入五分位階級別に

見ると、全階級で金額が増加しているが、上位の

所得階級ほど増加額が大きくなっている。支出金

頚における第Ⅴ階級の第I階級に対する比率は、

1984年の1.83倍から2004年の2.03倍へ増加してお

り、所得階層間の格差が若干拡大する傾向が見ら

れる(図2-3)。

所得階級ごとの情報係数の値は、 1984年　-1994

年の間、いずれも固定的に推移しており、それは

全世帯で見ると顕著である(図2-4a)0 1999年に

は、全階級において1.17-1.52ポイント増加し、

2004年にはさらに1.3-2.0ポイントと大幅に増加

している。全体的には低所得層の伍が高くなる傾

向が見られ、それは勤労者世帯においてより鮮明

に現れている(図2-4b)c第Ⅴ階級の値は1999年、

2004年とも、全世帯と勤労者世帯でほぼ同一であ

るが、第I階級の値は勤労者世帯の方が全世帯よ

りも、 0.5-0.9ポイント高くなっている。

13-

図2-2　情報関連支出の消費支出に対する比率の

推移(全世帯)
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低所得層の情報係数が高い伍を示すことは、情

報関連支出の中に必需品的な性格を持つ月々の継

続的支出が多く含まれていることを意味してお

り、情報係数の顕著な増加は、他の消費支出を圧

迫する方向で働くものと考えられる。なお、 2004

年の全世帯で、第Ⅱ階級、第Ⅲ階級の値が第I階

級よりも高くなっている理由については、 3.2節

で述べる。

世帯主の年齢階級別に情報関連支出を示したも

のが図2-5である。すべての年齢層で支出金額が

増加しているが、 50歳代までの世帯と60歳以上の

高齢者世帯とでは、 1999年以降の増加状況が異な

る。 1994年から2004年までの10年間で、 50歳代ま

での世帯はいずれも50%を超える増加率を示して

いるのに対し、 60歳代では25.6%、 70歳以上では

16.5%の増加率に止まっている。その結果、世帯

主の年齢階級間のばらつきが拡大している。この

傾向は勤労者世帯でも同様に見られる。



図2-3　年間収入五分位階級別情朝関連支出全額の推移(全世帯)
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図2-4a　年間収入五分位階級別情報係数の推移

(全世帯)
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図2-4b　年間収入五分位階級別情報係数の推移
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図2-5　世帯主の年齢階級別情報関連支出金額の推移(全世帯)
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図216　世帯主の年齢階級別情報係数の推移(全世帯)

1984年　1989年　1994年　1999年　　2004年

世代間の相違は情報係数によって一層鮮明に見

ることができる(図2-6)。 1994年までは、情報係

数の倍は5-6%前後で、 30歳代までの若年層と

60歳以上の高齢者層が、それ以外の世帯に比べて

若干高い状態が継続してきており、その差も1ポ

イント程度と小さい1999年以降、若年層の情報

係数が大幅に上昇し、 2004年には世帯主が30歳以
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-◎- 30歳未満

蝣30-39i

ヤア40-49歳

一事ト50-59歳

⇒!ト60-69歳

-◎1 70歳以上

下の世帯の値が11%近くに達した。 30歳代でも

10%を超えており、若年層の世帯では、毎月の消

費支出の1割以上が情報関連支出で占められてい

る。これは極めて大きな変化である。

図2-7は、 1994年と2004年における分野別の積

み上げグラフで情報係数の内訳を示したものであ

る。これにより、高齢者以外のすべての年代にお



いて、通信サービス支出の増加が情報係数の増加

要因となっていることが分かる。

図2-7a　世帯主の年齢階級別情報係数(1994年、

全世帯)
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図2-7b　世帯主の年齢階級別情報係数(2004年、

全世帯)
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3.通信サービス

3.1通信サービス支出の変化

ここでは通信サービスを郵便と電気通信に分け

た上で、対象を、その大半を占める電気通信に絞

って検討する5。電気通信は、国定電話通信料、

移動電話通信料(1999年から)、インターネット

接続料(2004年から)で構成する　1994年以前

の固定電話通信料には移動電話通信料が含まれて

いる。またインターネット接続料は「他の教養娯

楽サービス」に分類されているが、その性質上こ

こに含めることとする。

通信サービス支出金額(全世帯平均)の推移を

図311に示す1999年の調査から加わった移動電

話通信料は、 2004年には最大のウェイトを占め、

通信サービス全体の支出金額を大きく増加させて

いる1999年までは、従来からの通信サービスで

ある郵便と固定電話の支出水準に大きな変動はな

く、その上に移動通信への支出が新たに加わった

形となっているが、 2004年には、移動電話へのシ

フトによって固定電話通信料が大きく減少してい

る。なお、 1999年以降の郵便料の減少の一国とし

て、手紙やはがきから電子メール-のシフトが考

えられる。

図311通信サービス支出全額の推移(全世帯)
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年間収入五分位階級別に通信サービス支出金額

の推移を見ると、すべての所得階級において1999

年から金額が急増している。特に高所得層での増

加が大きく、支出金額における第Ⅴ階級の第I階

級に対する比率は、 1984年の1.71倍から2004年の

2.04倍へ増加しており、所得階層間の格差は拡大

する傾向にある(図3-2)c　消費支出に占める通信

サービスの比率は、 1999年までは低所得層の方が

高くなる傾向が明瞭に出ており、水準自体も1994

年以前は全体的に安定した状態が続いている。移

動電話が加わった1999年には第Ⅴ階級を除いて軒

並みほぼ1ポイント増加している。移動電話通信

料の増加によって、 2004年には総じて4.5%程度

の水準に増加するとともに、全世帯で見ると第Ⅱ

階級～第Ⅳ階級が他に比べて高くなるという新た

なパターンが現れている(図3-3a、図3-3b)。

通信サービス支出における世代間の相違は、

1994年までは金額でも消費支出に対する比率でも

あまり見られない。これに対し1999年以降は、 60

歳を境に世代間の違いが明瞭になっている。世帯

5全回m実態調査の通信には、宅配便や引越しなどの運送料が含まれているが、ここでは除外している。なお、 1989年

と1994年の調査では、郵便小包が手紙やはがきと別の項目になっているが、 1984年及び1999年以降では郵便料に含まれ

ていることから、一貫性を保つためにすべて郵便料に含めている。

6移動電話は携帯・自動車電話にPHSを加えたものである。

-6-



主の年齢が60歳未満の世帯では金筋、比率とも大

きく増加しているが、 60歳以上の世帯では大きな

増加は見られない(図3-4、図3-5)。 60歳末蒲の

世帯では支出金額における世代間の違いは小さ

く、その結果、消費支出の少ない40歳未満の若年

層世帯において、通信サービスの支出比率が高く

なっている　2004年にはさらに差が拡大し、 30歳

未満の世帯における支出比率が、 1984年に比べ4

ポイント増加して6%を超えているのに対し、 60

歳以上では1984年と同じ3%程度に止まった結

果、 3ポイントの大差が生じている。この傾向は

勤労者世帯でも同様である。この原因は、移動電

話の通信料にあり、 3.2節で詳細に検討する。

図3-2　年間収入五分位階級別通信サ-ビス支出金辞の推移(全世帯)
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図3-3a　年間収入五分位階級別通信サービス支出

比率の推移(全世帯)
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図3-3b　年間収入五分位階級別通信サービス支出

比率の変化(勤労者世帯)
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図3-4　世帯主の年齢階級別通信サービス支出全額の推移(全世帯)

2 0 ,0 0 0

1 8 ,0 0 0

1 6 ,0 0 0

1 4 ,0 0 0

1 2 ,0 0 0

1 0 ,0 0 0

8 ,0 0 0

6 ,0 0 0

4 ,0 0 0

2 ,0 0 0

0

II!蝣i!

1 9 8 4 年 19 8 9 年 1 9 9 4 年 1 9 9 9 年 2 0 0 4 年

B 3 0 歳 未 満 4 ,6 3 1 5 ,2 0 6 5 ,5 0 5 1 0 ,7 3 1 1 6 ,3 9 1

El 3 0 - 3 9 歳 5 ,0 2 8 5 ,3 1 3 5 ,6 5 3 9 ,5 7 2 1 4 ,8 5 3

田 4 0 - 4 9 歳 6 ,0 2 4 6 ,5 6 9 6 ,7 2 9 l l ,0 5 0 1 7 ,8 3 0

S 5 0 - 5 9 歳 6 ,8 7 1 7 ,6 4 9 8 ,0 2 5 l l ,17 0 1 6 ,6 9 8

0 6 0 - 6 9 歳 6 ,0 9 8 6 ,7 2 8 6 ,9 6 4 7 ,8 0 4 1 0 ,0 8 7

m 7 0 歳 以 上 5 ,5 8 2 6 ,0 3 9 6 ,17 1 6 ,7 2 3 7 ,6 3 0

図3-5　世帯主の年齢階級別通信サービス支出全額の推移(全世帯)

1984年　　1989年　　1994年　　1999年　　2004年

車田ト・30歳未満　ヤア30-39歳　や40-49歳

一事ト50-59歳　⇒終-60-69歳　掛70歳以上
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3.2　電話通信料の分析

(1)電話サービスの状況

①加入者数の推移

現行の電話サービスは、固定通信(加入電話及

びISDN)、移動通信(携帯・自動車電話及びPHS)、

IP電話の3種に分けられる。これらの加入者数の

推移を表3-1に示す。加入電話は1996年の6,153万

件、 ISDNも2001年の1,033万件が、それぞれピー

クとなって、以後は減少に転じている。これらは、

1990年代後半以降の携帯電話の急速な普及に伴

う、若年層による加入電話への新規契約の減少と、

インターネットの利用が、加入電話やISDNから

光ファイバーなどのブロードバンドへ移行したこ

とによるものである。

一方、移動通信サービスは1979年に携帯・自動

車電話がスタートした。しかし、機器の小型化や

サービスエリアの拡大が進まず、利用料金も高額

であったことから、利用者や地域が限定され、社

会的に普及するには長い期間を必要とした。契約

数が漸く100万件を超えたのは1991年のことであ

るが、その9年後の2000年にはpHSを含めた移動

通信の加入者数(6,682万件)が、固定通信の加

入者数(6,196万件)を上回り、 2007年3月には

1倍件を突破している(図3-6 。

表311通信サービスの加入者数の推移

年 度
N17 加 入

電 話
NC C 加 入 電 話 IS D N 国 定 通 信

携 帯 .

自動 車 電 話
P H S 移 動 通 信 IP E I S

8 6 4 ,6 7 7 4 ,6 77 4 ,6 7 7 9 .5 9 .5

8 7 4 ,8 4 2 4 ,8 42 4 ,8 4 2 1 5 .1 15 .1

8 8 5 ,0 34 5 ,0 34 5 ,0 3 4 2 4 .3 24 .3

8 9 5 ,2 4 1 5 ,2 4 1 5 ,2 4 1 4 9 .0 4 9 .0

9 0 5 ,4 4 8 5 ,4 48 5 ,4 4 8 8 6 .8 8 6 .8

9 1 5 ,6 2 1 5 ,6 2 1 5 ,6 2 1 13 7.8 13 7.8

9 2 5 ,7 6 0 5 ,7 60 1 6 5 ,7 7 6 17 1 .3 1 7 1.3

9 3 5 ,8 7 8 5 ,8 78 2 4 5 ,9 0 2 2 1 3 .1 2 13 .1

94 5 ,9 8 8 5 ,9 88 3 4 6 ,0 2 2 4 3 3 .1 4 33 .1

9 5 6 ,104 1.7 6 ,1 06 5 3 6 ,15 9 1,0 2 0 .4 15 0 .8 1,1 7 1.2

9 6 6 ,14 6 7 .0 6 ,1 53 11 1 6 ,2 6 4 2,0 8 7ー7 60 3 .0 2 ,6 90 .7

9 7 6 ,0 3 8 7 .0 (3.0 15 2 10 6 ,2 8 5 3,15 2.7 67 2 .7 3 ,8 25 .4

98 5 ,8 4 7 9 .0 5 ,8 56 4 0 7 6,2 6 3 4 ,15 3.0 57 7 .8 4 ,73 0 .8

99 5 ,5 4 5 10 .0 5 ,5 55 6 6 8 6,2 2 3 5,11 3.9 57 0 .7 5 ,68 4 .6

00 5 ,2 0 9 17 .0 5 ,2 26 9 7 0 6,19 6 6,0 94 .2 58 7 .7 6 ,68 1.9

0 1 5 ,0 74 26 .0 5 ,1 00 1,0 3 3 6,13 3 6,9 1 2.1 56 9 .9 7 ,48 2 .0

02 5 ,0 7 1 4 5 .0 5 ,1 16 9 6 1 6,0 7 7 7,5 6 5.7 5 4 6 .2 8 ,1 1 1.9

03 5 ,0 94 65 .0 5 ,1 59 8 6 3 6,0 2 2 U 5 2.0 5 13 .5 8 ,66 5 .5 52 S

0 1 5 ,0 25 1 38 .0 5 ,1 63 7 9 8 5,9 6 1 8 ,6 9 9.7 4 4 7 .6 9 ,14 7 .3 83 1

05 4 ,6 86 3 70 .0 5 ,0 56 7 50 5,8 0 6 9 ,17 9.2 4 6 9 .2 9 ,64 8 .4 1 ,14 6

06 4 ,3 29 4 8 7 .0 4 ,8 16 7 00 5,5 1 6 9 ,6 7 1.8 4 9 8 .0 10 ,16 9 .8 1 ,4 3 3

'年度末の値(「情報通信自書」ほか)、 NCC (New Common Carrier)は1985年の通信自由化により新規参入した第-種通

(.;-If*蝣訂o
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図3-6　電話加入者数の推移(1986-2006)
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移動通信の対人口普及率(契約数の総人口に対

する比率)は、 1995年に普及のクリティカルポイ

ント言われる10%近くに達し、 5年後の2000年に

は50%を超えた(図3-7 。 2006年には移動電話の

主な利用層である12歳以上80歳未満の人口に対す

る契約数の比率は95%に達し、ほぼ飽和状態と言

って差し支えないであろう。

図3-7　移動通信の対人口普及率(1993-2006)

00%

ォiv;、
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93　94　95　96　97　98　99　0001 02　03　04　05　06

-〇一対人口普及率　+対15歳以上人口普及率

②電話料金水準の低下

移動電話の急速な普及をもたらした要因の1つ

は電話料金の引き下げである。携帯電話から固定

電話-の平日昼間3分間の通話料金(NTTドコモ)

-掛一移動通信(携帯・自動車電話及びPHS

は、 1995年3月までの260円から、 1998年3月に

は110円と半析以下になっている。このほか、新

規加入料の廃止(1996年12月、 NTTドコモ)や月

額の基本料金の値下げ(各社)もあり、 1995年を

100とする企業向けサービス価格指数で見ると、

携帯電話の通信料金は1998年には58.7となり、こ

の3年間でサービス価格全体では1%強、固定電

話の通信料金は10%弱の低下に止まっているのに

対し、 40%と大きく低下した(表3-2)c　その後は

緩やかな低下傾向になり、ここ数年下げ止まって

いるが、多様な料金体系や各種の割引サービスの

適用によって、実際には更に低い水準となってい

る。

表312　企業向けサービス価格指数(1995年基準)

における通信料金水準の推移

午 総 平 均 携 帯 電 話 固 定 電 話

19 9 5 1 00 .0 10 0 .0 10 0 .0

19 9 6 98 .6 8 7 .6 9 7 .7

19 9 7 9 9.2 6 9 .7 9 5 .3

19 9 8 98 .8 5 8 .7 9 0 .9

19 9 9 9 7.3 5 4 .6 9 0 .4

2 0 0 0 9 6.8 5 2 .6 8 9 .1

2 0 0 1 9 5.8 5 1.0 8 1 .4

2 0 0 2 94 .8 4 9 .1 7 9 .0

2 0 0 3 94 .1 4 7 .9 7 8 .9

2 0 04 9 0.8 4 7 .0 7 3 .3

2 0 0 5 9 0.2 4 7 .0 7 0 .4

2 0 0 6 9 0.2 4 6 .9 7 0 .0

'平成19年版、 16年版情報通信白書から
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通信料金の低下と並んで移動電話の普及を促し

たのは、電話機自身の価格水準の低下である。電

話機を含む通信機器の消費者物価指数(2000年基

準)は、 1995年の193.1から1998年の119.9へ大幅

に低下した。その後も更に下落は続き、 2004年に

は58.5となった7。このような販売価格の大幅な

下落の背mには、販売奨励金を用いて電話機購入

価格を引き下げて、新規加入を促進しようとした

通信事業者の経営戦略が存在している。結果的に、

それが移動電話サービスを低所得層まで広く浸透

させ、すべての所得層において、移動電話通信料

による情報関連支出のかさ上げをもたらすことと

^am

(事移動電話の利用状況

移動電話による通信時間は総体では増えつつあ

るが、契約数の増加により1契約当たりの平均の

利用量は減少している。また、その内容も音声通

話からデータ通信-シフトしつつある。 1契約当

たり1 E]の平均通信時間で携帯電話の利用量を見

ると、 2000年を境に増加から減少に転じ、 2006年

にはピーク時の2000年の3分55秒から18%減少し

て3分12秒となっている。 (表3-3)0

表3-3 1契約当たりの携帯電話の平均利用状況8

年度

携 帯TE 話 の
平均 契約 数

l"?J >

1 契 約当 た り

総 通信 時 間 1 日の平均

(時W ) 通 信時 間

199 5 1.3 ffi 7 2 6 .7 5 2分 56秒

1 99 6 2 .7位 15 5 4 .0 5 2分 5 1秒

1 99 7 4 .6億 2 6 2 0 .2 2分 53秒

1 99 8 7 .2億 3 65 2 .85 3分 14 秒

1 99 9 1 0 .4倍 4 63 3 .55 3分 4 1秒

2 0 00 13 .4 位 56 13 .9 3分 5 5秒

2 0 0 1 15 .2 倍 6 ,5 2 4 .3 3分 5 0秒

2 0 02 16 .0 倍 7 26 4 .6 5 3分 2 8秒

2 0 03 16 .6倍 7 8 93 .2 5 3分 2 8秒

2 0 04 16 .7倍 8 44 5.9 5 3分 16秒

2 0 0 5 17 .4億 8 9 39 .5 3分 12秒

図3-8　携帯電話加入者1人当たりの売上高(ARP〕)の推移

音声　㌢,^マデータ通信

-タ　~~~1

1,346 1,607 1,805
/-蝣"""　叫㌻　　　/-蝣------

1 ,740　1 ,867　1 ,992

6,889　6-245　5J66　5,263　4>902　4,670

200 1　　2002　　　2003　　　2004　　　2005　　　2006

・平成19年版ほか「捕手艮通信自書」から、各mョ電話事業者の平均

また、携帯電話の1契約当たりの売上高

(ARPU、 Average Revenue Per Unit)も、 2001年以

降の通話利用の減少を示している(図3-8)。 2001

年には音声とデータ通信の合計で8,235円であっ

たものが、 2006年には6,662円と19.1%減少してい

る。先に述べたように、 2000年以降、利用料金の

水準がほぼ一定であることから、これは通信量そ

のものが減少したことを意味している。さらに通

信の内容については音声からデータ通信へのシフ

トが進み、データ通信のウェイトは2001年の

7 「消訳者物価指数年報平成16年」 (東京郡区部)

8年間の総通信時間(総務省「トラフィックからみた我が国の通信利用状況」)を年平均契約数(前年度末と今年度末の

契約数の平均値)で除して、 1日当たりの通信時間に換算した　2000年以降は「平成18年版1朋艮通信白告」から、それ

以前は著者による推計。
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16.3%から2006年の29.9%-と5年間で倍増して

いる9.

(2)固定通信から移動通信へのシフト

図316に示すように、我が国における固定通信

から移動通信へのシフトは、 1990年代後半からの

約10年間に発生している1994年の全国消費実態

調査の時点では、携帯・自動車電話の契約数は

433万で、対人口普及率は3.46%にすぎず、携帯

電話の所有状況や通信料はまだ全国消n・実態調査

の集計項目となっていない。次回調査の1999年の

移動電話契約数は5,700万件弱になり、対人口普

及率も40%を超えている。しかしながら、この時

点の家計における支出金額では、まだ固定電話通

信料が移動電話通信料を上回っている(図3-1)t

2004年の移動電話契約数はさらに4,000万件増加

して9,700万件弱となり、対人口普及率は70%を

超えた。利用者が世帯内の一部から子供を含む多

くの構成員に広がるとともに、利用日的も仕事中

心から日常のコミュニケーション全般へ拡大した

ことで、通信料支出は移動電話で大きく増加する

一方、国定電話で減少したことから両者が逆転す

る結果となった10。

以下、変化の発生した1999年以降の状況を検討

する。固定から移動へのシフトはすべての所得階

層において生じているが、支出金額では高所得者

層においてより明瞭に現れている(図3-9)c　電話

通信料に占める移動電話の割合は、第I階級では

99年の21.3%から54.5%と上昇したが、第Ⅴ階級

では24.C　から68.3%へ上昇している。第I階級

と第Ⅴ階級との間の支出金額の格差は、移動電話

では1.97倍から2.41倍へ拡大したが、固定電話で

は逆に1.69倍から1.34倍に縮小している。

図3-9　年間収入五分位階級別通信料支出金額(1999年, 2004年全世帯)
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10 ,0 0 0

8 ,0 0 0

6 ,0 0 0

4 ,0 0 0

2 ,0 0 0

0

A

メ .一軒

′ ′ ′
j叫が 一㌦ー伊Y. 、lh′、

第 I 階 級 第 Ⅲ 階 級 第 Ⅲ 階 級 祁 IV FK 級 第 Ⅴ 階 級

-一命 - 19 9 9 年 . 固 定 電 話 5 ,0 4 4 5 ,7 0 1 6 ,3 1 8 7 ,1 7 7 8 ,5 4 8

→匪 - 2 0 0 4 年 . 固 定 電 話 3 ,5 7 6 3 ,8 9 7 4 ,1 3 8 4 ,4 2 1 4 ,8 0 0

㌢ BT 19 9 9 年 . 移 動 電 話 1 ,3 6 4 2 ,0 0 4 2 ,2 5 7 2 ,3 5 3 2 ,6 9 2

.→ ← 2 0 0 4 年 . 移 動 電 話 4 ,2 8 7 6 ,0 5 9 7 ,3 9 2 8 ,8 9 9 1 0 ,3 3 0

他方、消費支出に占める電話通信料の比率は、

2004年の移動電話(全世帯)を除き、低所得層の

方が高くなる傾向を見せている(図3-10a、 b)0

電話通信料は、基本料金のように毎月の固定的な

支出が含まれること、およびその消費量に一定の

限界があることから、所得の増減と平行的な変動

を示すものではなく、低所得層における支出比率

が高くなる。なお、 2004年の移動電話(全世帯)

9電子メールやWebサイト閲覧、電子商取引、コンテンツのダウンロードなどに使われるデータ通信の利用は、 NTTドコ

モグループが1999年からサービスを開始した、パソコンを使わずに携帯電話単体でインターネットにアクセスする「i

モード」をきっかけに、他の移動通信事業者もこれに追随して急速に広がった。それ以前は、移動電話は固定電話と同

様に、パソコン端末をインターネット-接続するためのアクセス線としての位置づけであった。

10家計調査によれば、移動電話通信料が固定電話通信料を上回ったのは2002年からである(「平成18年家計調査年幸田)0
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の特異なパターンは、後述するように、世帯主の

年齢による影響が、所得による影響を見え難くし

ていることに起因するものである。

図3-1Oa　年間収入五分位階級別電話通信料支出

比率(1999年、 2004年、全世帯)
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図3-1Ob　年間収入五分位階級別電話通信料支出

比率(1999年、 2004年、勤労者世帯)
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図3-11世帯主の年齢階級別電話通信料支出全額(1999年、 2004年、全世帯)

14 ,0 0 0

1 2 ,0 0 0

1 0 ,0 0 0

8 ,0 0 0

6 ,0 0 0

4 ,0 0 0

2 ,0 0 0

0

＼
＼/ 、
㌔c <r

+ I +
JI +、、.+

rj 饗二 ＼ I ＼＼「
1万、ふ≠ 鴨甑 聖 ヰ

3 0歳 未 満 3 0 、 3 9歳 4 0 - 4 9 歳 5 0 、 5 9 歳 6 0 、 6 9歳 7 0歳 以 上

一 1 9 9 9 年 . 国 定 電 話 5 ,6 0 4 5 ,6 7 1 7 ,2 2 5 7 ,9 7 3 5 ,8 0 8 4 ,8 8 3

一書 - 2 0 0 4 年 . 固 定 電 話 2 ,8 3 0 3 ,6 7 5 4 ,2 3 2 4 ,5 6 2 4 ,3 5 2 3 ,9 4 1

- '- 1 9 9 9 年 . 移 動 電 話 4 ,7 0 1 3 ,2 3 5 2 ,8 6 6 2 ,0 2 2 7 0 6 4 1 1

一弾 ・2 0 0 4 年 . 移 動 電 話 l l ,7 7 7 8 ,8 5 0 10 ,9 0 0 9 ,5 9 7 3 ,6 1 7 1 ,9 0 6
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世帯主の年齢階級別に電話通信料の支出金額を

見る(図3-ll)。固定電話については、 1999年、

2004年とも、 40歳代と50歳代が多く、若年層と高

齢者層が少なくなっている。これは固定電話サー

ビスだけであった1994年以前の状況と同じである

(図3-4参照)。 2004年には全ての年齢層で減少し

ているが、 60歳以上の世帯における減少幅は小さ

く、それより下の年代に比べて移動電話へのシフ

トは進んでいない。

移動電話については、 1999年には若年層ほど支

出金額が多くなる傾向が明瞭で、 60歳以上の世帯

での利用が非常に少ない状況である。 2004年には

すべての年齢階級で支出金額が大幅に増え、 60歳

未満の世帯では国定電話を上回っている。若年層

ほど多くなる傾向は1999年と同株であるが、 30歳

代で一旦落ち込みを見せたあと、 40歳代でピーク

を迎えてまた減少に転じている。これは後述のよ

うに、移動電話が世帯単位から個人単位へ普及し

て、 30歳代に比べ利用する家族数が多い40歳代の

世帯の支出金折が増えていることを示すものであ

る。移動電話の普及が進んだ2004年において、 60

歳代の世帯で移動電話通信料が急減するのは、子

供が独立して別生計になることや、移動電話が主

に仕事目的で使われていることが影響しているも

のと考えられる。

世帯主の年齢階級別データから、世帯人数や家

族構成の影響を除いて、年齢による利用状況の相

違をより明瞭に見るために、夫婦のみの世帯にお

けるデータを用いる(図3-12)。その結果、子供

の利用の影響が除かれて、図3-11に見られた40歳

代でのピークが消えている。

このような年齢階級別の傾向は勤労者世帯にも

共通しており、消費支出に占める電話通信料の比

率で見ても同様である。

図3-12　夫婦のみの世帯における夫の年齢階級別電話通信料支出金額(1999年、 2004年、全世帯)
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移動電話の通信料支出は世帯主の年齢、特に高

齢者世帯における利用の少なさの影響を大きく受

けており、所得階級別に見る際にはそれを考慮す

る必要がある。図3-10a、 bで見られた、 2004年に

おける所得階級別の移動電話通信料支出の状況

が、全世帯と勤労者世帯とで大きく異なる理由は、

全世帯で見た場合に低所得層と高齢者層とが重な

っているためである。

図3-13は、 2004年の年間収入階級ごとに、世帯

主の平均年齢(右の縦軸)と移動電話通信料支出

-14-

車匝　2004年・固定電話

I.※蝣2004年・移動電話

比率(左の縦軸)をプロットしたものである。図

の左側の年間収入が400万円未満のエリアでは、

全世帯における世帯主の平均年齢は57.9-59.4歳

で、勤労者世帯に比べて15歳程度高くなっており、

図の右側に比べ平均年齢の差が大きくなってい

る。勤労者世帯で見ると高齢者世帯の多くが除か

れるが、それらは低所得でかつ移動電話の利用が

少ない層であり、その結果、所得が低いほど移動

電話通信料に対する支出比率が高くなる傾向が明

瞭に現れている。



図3-13　年間収入階級別移動電話通信料比率と世帯主の平均年齢(2004年)
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最後に、若年層では通信費支出金額が所得の影

響を受けにくいことを示しておく。図3-14は、

2004年における60歳未満の勤労者世帯における、

通信費支出(郵便料、電話通信料、宅配便・引っ

越しなどの総額)金額を年間収入十分位別に表し

たものである11。子供による移動電話の使用の影
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響が小さいと考えられる世帯主の年齢が40歳未満

の世帯では、所得階級間における通信票支出金額

に大きな差が見られず、所得の低い若年層ほど通

信費の支出比率が高くなる傾向がある。これに対

し、 40歳以上の世帯においては、高所得層ほど通

信費支出金旗が多くなる傾向が明瞭である。

図3-14　世帯主の年齢階級、年間収入十分位階級別通信費支出全額(2004年、勤労者世帯)
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(3)世帯から個人への移動電話の普及

①移動電話の普及状況

1999年から2004年の問に、移動電話が世帯単位

から個人単位-と普及した状況を、全国消費実態

調査の主要耐久消費財編から、表3-4と表3-5に示

しておく。表3-4は、世帯主の年齢階級別の携帯

電話所有台数(1,000世帯当たり)である。 1999

年には平均で1,061台と世帯当たり1台であった

ものが、 2004年には1,823台と2台近くになって

いる。特に、世帯主の年齢が40歳～50歳代では

2,400台近くに達し、夫婦からそれ以外の家族へ

所有が広がっていることを示している。表3-5に

示す世帯普及率(全世帯)で見ると、 1999年の

64.9%から2004年の　4.7%へ増加している。中で

も世帯主の年齢が60歳未満の世帯では、 2台以上

所有する世帯が全体の70%を超え、全体でも

61.5%に達している。

表3-4　世帯主の年齢階級別携帯電話(PHSを含む)

所有台数(1,000世帯当たり、全世帯)

世帯 主 の年齢 階級 19 99年 2 0 0 4年

平均 1,0 6 1 1,8 2 3

30 歳未満 1,2 16 1,9 34

30 - 39歳 1,0 39 1,8 4 9

40 - 4 9歳 1,2 86 2 ,3 8 1

50 - 59歳 1 ,4 3 1 2 ,3 75

60 - 6 9歳 6 71 1,3 92

70歳 以上 3 4 8 - 'T l

表3-5　世帯主の年齢階級別携帯電話(PHSを含む)世帯普及率(全世帯、 %)と世帯人員

1 99 9 年 2 0 04 年

普 及 率 普 及 率 1 台 2 台 以 上

平 均 64 .9 3 .40 人 ) 4 .7 3 .2 6 A 23 .1 6 1 .5

2 5 歳 未 満 8 4 .3 (2 .8 0 ) 96 .9 2 .9 5) l l.8 8 5 .2

2 5 - 2 9 8 3 .2 2.9 7 ) 97 .9 (3 .0 1) l l.6 8 6 .3

3 0 、 3 4 7 6 .4 (3 .4 4 97 .3 (3 .39 ) 16 .6 8 0 .7

3 5 - 3 9 7 3.1 3 .9 8 9 5 .6 3 .75 19 .6 7 6 .1

4 0 - 44 7 2.7 4 .2 6 9 5 ー2 (4 .03 ) 16 .3 7 8 .9

4 5 - 4 9 76 .3 4 .0 5 9 6 .2 3 .98 12 .9 8 3 .4

5 0 、 54 80 .2 (3 .6 1 9 5 .0 (3 .65 ) 13 .5 8 1.5

5 5 - 59 73 .2 (3 .1 9 9 2 .1 (3 .2 1) 2 1.3 7 0.8

6 0 、 64 53 .7 2 .8 3 8 5 .1 (2 .8 0 ) 3 4 .8 5 0.3

6 5 、 69 37 .1 2 .6 1 7 0 .5 (2 .6 3 ) 3 8 .7 3 1.8

70 - 74 28 .3 (2 .52 ) 5 4 .3 2 .4 6 3 4 .6 19 .7

7 5 歳 以 上 2 0 .0 2 .4 8 4 1 .9 2 .4 0 ) 2 8 .9 13 .1

②世帯規模と電話通信料支出

移動電話の普及が世帯から個人へ進むにつれ、

世帯規模に応じて所有台数が増加している(表3-

6)。 4人世帯では、 1999年の1,354台(1,000世帯

当たり)から、 2004年の2,360台(同)に大きく

増加し、それにより、家計の電話通信料支出も世

帯の規模に比例して増加することになった。大部

分の世帯が固定電話サービスのみの利用であった

1994年までは、 3人以上の世帯では、世帯人数と

電話通信料支出との問の関連性は見出せないこと

から、基本的に各世帯に1台の固定電話は家族共

通の通信手段であり、利用量(時間)に自ずと歯

止めが掛っていたことがうかがえる(図3-15a)c

これに対し、移動電話が普及した1999年以降は、

パーソナル化された通信手段として、電話利用量

の管理権が世帯の各構成員に移って裁量度が増し

たことから、世帯全体としての電話利用量は、世

帯の規模に比例して大きく増加するようになった

11通信費支出となっているが、その大半は移動電話通信料で占められている.年齢階級と所得階級をクロスさせたため、

30歳未満の性茄のサンプル数が各所得階級で200を割り込んでいるが、全体の傾向はうかがえる。なお、 1999年につい

ては同種の統計表において交通・通信費支出とされているため、比較することができない。
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(図3-15b)。 1999年には、固定電話から移動電話

への通信が加わることで、固定電話の通信料支出

が世帯規模に応じて増加する傾向も見られるが、

移動電話の普及が進んだことによって、それが移

動電話間の通話に移行し、 2004年には固定電話の

通信料支出全体も低下している12。

表3-6　世帯人数あたり携帯電話所有数(二人以

上の世帯、全世帯、 1,000世帯当たり)

世 帯 人 数 1 99 9 年 2 0 04 年

平 均 1,0 6 1 1,8 2 3

2 人 世 帯 5 12 1,0 2 6

3 人 世 帯 1,0 74 1,8 5 8

4 人 世 帯 1,3 54 2 ,3 6 0

5 人 世 帯 1,5 04 2 ,7 3 0

6 人 以 上 の 世 帯 1,5 70 2 ,9 5 6

図3-15a　世帯規模別電話通信料支出(1984年～

1994年、全世帯)
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1984年は6人世帯と7人以上の世帯に分かれているた

め、両者の加重平均を取っている。

図3-15b　世帯規模別電話通信料支出金頂(全世帯)

2人世帯3人世帯4人世帯5人世帯6人以上

1999年・国定　　1999年・移動

㌢pb㍗2004年・固定　づト2004年・移動

③世帯類型と移動電話の利用

1999年の全国消費実態調査における移動電話通

信料を、核家族を対象にして世帯類型別に分析し

た久木元[2001]は、高校生の子供(長子)の存

在が、支出金析および比率を増加させている可能

性を指摘しているが、 2004年の調査ではどのよう

になっているであろうか。

世帯類型別の携帯電話の所有状況と1カ月当た

り電話通信料支出を表3-7に示す。子供の数が増

えるにつれて所有台数が増加し、通信料支出も増

えている。夫婦のみの世帯が他の世帯と比べて所

有台数が少なく通信料支出が低いのは、そこでは、

夫の年齢が60歳以上の高齢者世帯が、 64% (1999

午)、 70%　2004年)と高い比率を占めているた

めである。

表317　世帯類型別携帯電話所有状況と電話通信料支出(全世帯)

世帯類 型
19 99年 2 00 4年

所有状 況 固定 電話 移動 電話 所 有状 況 国定電 話 移 動電 話

夫婦 の みの世 帯 5 17 5 ,3 5 7 1,14 6 1,0 0 8 3 ,9 3 2 3 ,84 5

夫婦 と子 供が 1 人の世 ,a 1 ,1 19 6 ,6 9 6 2,3 0 0 1,9 2 6 4 ,0 9 7 7 ,7 23

夫婦 と子 供が 2 人の世 帯 1 ,36 2 6 ,8 8 5 2,7 5 1 2,3 9 1 4 ,1 5 3 9 ,9 5 1

夫婦 と子 供が 3 人以上 の世 帯 1 ,4 7 3 7 ,2 8 9 3,0 2 0 2,6 9 1 4 ,2 93 l l,54 8

夫婦 とその親 の 世帯 78 4 6 ,5 2 8 1,4 1 9 1,5 5 1 4 ,7 06 6 ,5 76

夫婦 と子供 と親 の世帯 1 ,50 6 8 ,0 4 7 2 ,8 5 2 2,7 2 2 4 ,9 0 0 l l,3 6 8

'所有状況は1,000世帯当たり台数(PHSを含む)O支出は1か月平均の偶O

12固定電話通信料の支出比率は1994年までは世帯規模が大きくなるにつれて低下する傾向が見られたが、 99年以降は世帯

規模による水準の相違はほとんど見られない。
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子供が1人の世帯について、 1999年と2004年の

消費支出に占める移動電話通信料の比率を示す

(図3-16a ,久木元の指摘する1999年における

「子供が中学生のときを底として高校生になると

再び数値が大きくなる」状況は、 2004年には「子

供が小学生のときを低とする」ように変化してい

る。そして全体的な利用量の増加に伴い、このⅤ

字型の傾向や子供が大学生の世帯で再度低下する

パターンが一層鮮明になっている。また、夫婦と

子供が2人の世帯や夫婦と子供が3人以上の世帯

の場合でも、規模が拡大した同様のパターンが見

られる(図3-16b、 C)。これらは、 1999年におけ

る高校生と同様に、 2004年には中学生が新たな利

用者として加わってきたことを示すものと言えよ

う。

(4)電話通信料支出の今後

先に述べたように、移動電話の1契約当たりの

通話時間数もARPUも年々低下しており、利用内

容では音声からデータ通信へのシフトが進行して

いる。様々な割引サービスによって、これまでも

通信料金が実質的に低下しているが、 2007年から

は、利用者が一括もしくは分割払いで電話機を購

入する代わりに、基本料金を大幅に割り引く新た

な料金体系が追加された。新料金体系に移行する

図3-16a　消費支出に占める移動電話通信料の比率

(夫婦と子供が1人の世帯、全世帯)
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図3-16b　消費支出に占める移動電話通信料の比率

(夫婦と子供が2人の世帯、全世帯)
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図3-16c　消費支出に占める移動電話通信料の比率

(夫婦と子供が3人以上の世帯、全世帯)
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利用者が増えれば、月々の通信料支出はさらに減

少する。データ通信についても、大量に使用する

利用者は割安な定新サービスへ移行する傾向にあ

ることから、移動電話通信料の支出金額は、総じ

て現在の水準からさらに低下することが予想され

る。

他方、固定電話についても、 CATV回線や光フ

ァイバー回線によるインターネットアクセスを用



いたlP電話サービスへの移行が進むにつれ、さら

に支出が減少すると予想される　NTTなどの通信

事業者が構築中のNGN (New Generation Network、

次世代通信網)では、光ファイバー回線を用いて、

電話やインターネットアクセスなど各種の通信サ

ービスが統合的に提供される　NGNが広く普及

するような状況になれば、現在の電話通信料はイ

ンターネット接続を含む情報ネットワーク使用料

という形に変わって行くであろう。

利用者の年齢による相違については、移動電話

中心の若年層の支出比率が高く、固定電話中心の

高齢者層が低いというパターンは基本的に変化し

ないであろう。ただし、今後は移動電話を使い慣

れた50歳代の世代が、時の経過とともに高齢者層

の移動電話の利用を押し上げていくと予想され

る。また、子供の利用についても、教育上の理由

からコンテンツやサービスの一部が制限されたと

しても、既に生活に不可欠な存在となっているた

め、中学生、高校生のいる世帯での移動電話通信

料が、他の世帯に比べ多くなる傾向は今後も続く

であろう。

なお、 2004年の調査では、携帯電話を通じてダ

ウンロードされた楽曲やインターネットの有料サ

イトの利用料金など、電話会社が徴収を代行し、

電話料金と一括して支払う形となっている情報コ

ンテンツの購入費用は電話通信料に含まれてお

り、これらの利用の多い若年層における支出金額

を水増ししていると考えられる。ネットワークを

通じた情扱コンテンツの購入は、今後さらに増加

すると考えられることから、次回以降の調査にお

いて、その把握方法について考慮する必要があ

る13。

3.3　インターネット接続料

インターネット接続料が個別品目に加わったの

は2004年の調査からである14。前回の1999年には、

インターネットの世帯普及率は、まだ19.1%に止

まっており、家庭からのアクセス手段も電話や

ISDNにほぼ限定されていた。家庭向けのブロー

ドバンド接続サービスは、 CATVが1999年、 DSL

とFTTHが2001年に開始され、その後急速に利用

者を増やして、 2004年末には合計で1,866万契約

に達した15。なお、この時点ではブロードバンド

の7割がDSLで占められている。

2004年における、 lSPサービスを含めた月額の

インターネット利用料金は、 DSLが3,000-6,000

円、 FTTHが4,000-10,000円程度であった16。イン

ターネット接続料を所得階層別に見ると、支出金

額は所得が増えるにつれて多くなっており、第I

階級と第Ⅴ階級では3倍以上の開きがある(図3-

17)c低所得層では、 ISP接続料だけで追加の料金

を必要としない電話回線やISDNによる接続が主

であり、所得が増すにつれ、それらを必要とする

ブロードバンド接続を利用している傾向がうかが

える。ブロードバンド接続料金は定額制であるこ

とから、消費支出に対する比率は所得が高くなる

と頭打ちになっている。

世'11/主の年齢階級別では、インターネット利用

率の低い60歳以上の高齢者世帯において、金額・

比率とも低くなっている(図3-18 17。これらの傾

向は勤労者世帯でも同様であるo支出金額や支出

比率のピークが、 30歳代-40歳代の世帯となって

いる点で移動電話と異なっている理由としては、

所得水準の他に、持家か借家かといった住居形態

などが考えられる18.

2004年の調査票(家計措A)では、移動電話料金は口座自動振替の金誹を記載するようになっている。

11インターネット接続料の内容として、加入料、利用料、接続料、 ADSL利m料が例示されている(「平成16年全回消望モ実

態調査報告書」品E]稲p.709)。

15これは、自宅からパソコンでインターネット利用している世帯の62%に相当する(これらの数値は「平成12年版通信自

書」、 「平成17年版情報通信白書」他による)0

16 「インターネット日吉2004」 p.67

2004年末における60歳以上のインターネット利用率は、他の年代がいずれも60%を超えているのに対し、 26%に止まっ

ている(「平成17年版情報通信白古」 p.!16)。

CATV受信料についても同様の傾向が見られる。
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図3-17　年間収入五分位階級別インターネット接

続料(2004年、全世帯)
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図3-18　世帯主の年齢階級別インターネット接続

料(2004年、全世帯)
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4　情報通信関連機器

4.1全体の動向

情報通信関連機器は、電話機やファクシミリな

どの「通信機器」、パソコン・ワープロの「情報

処理機署封、テレビ・ビデオ・ステレオなどのAV

機器とカメラやビデオカメラの「情報受容・娯楽

機器」の3つのサブカテゴリで分析する190

これらの機器購入のための支出金孝釦ま、 1994年

の景気後退の時期に一時的な落ち込みを見せた

が、全体として上昇傾向にある(図4-1)。勤労者

世帯では、全世帯に比べて金額が若干多くなって

いるが、基本的な傾向は共通している。なお、通

信機器の品目は1989年から追加された。

これらの機器の中では、情報受容・娯楽機器が

最も大きなウェイトを占めている。 1台1台は高

額であるが、耐久財として長期的に使用するため、

月々の支出金額としての値は小さくなる傾向にあ

る。また、 vTRやDVDレコーダー、薄型テレビ、

ビデオカメラ、デジタルカメラなど、新たな製品

が次々に登場しているが、それらの製品の小売価

格の低下も激しいため、支出金額の増加となって

現れていない20。

情報処理機器は、 1995年に登場したWindows95

の影響によってパソコンの家庭への普及が一気に

加速したことにより、 1999年には94年の2.6倍に

なったが、その後はパソコン価格の大幅な低下も

あり、 2004年には減少に転じている。通信桟器は、

ファクシミリに加えて移動電話の普及により、

徐々に増えているものの、 3.2節で述べたように、

電話機端末の価格が低下していることを反映し

て、金額の増加は大きくない。

図411情報通信機器購入金額の推移(全世帯)
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情報通信機器購入費の消費支出に対する比率

は、全世帯では、 1984年の0.54%から2004年の

0.88%へ上昇しているが、まだ1%に達していな

い(図4-2)。その中で、情報受容・娯楽用機器の

比率は、この20年間0.5%前後で推移しており、

1g各調査年におけるこれらの機器の詳細な分類状況を付録Iに示しておく。

20これらの機音詩が大部分を占める「教養娯楽耐久財」の消㌍者物価指数は、 1990年の175.7から2004年の48.4 (2000年基準)

へと三分の一以下に低下している(「平成16年消費者物価指数年報」、東京都区部)0
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この増加分は情報処理機器と通信機器によるもの

である。勤労者世帯では、全世帯に比べ全ての期

間で倍が若干高くなっているが、同様の動きを見

せている。

年間収入五分位階級別に情報通信機器購入金額

の推移を見ると、全階級で増加しているが、所得

階層間の格差は拡大する傾向にある(図4-3 c　支

出金額における第Ⅴ階級の第I階級に対する比率

は、 1984年の2.34倍から2004年の2.89倍へ上昇し

ている。これは高所得層において、情報処理機器

の購入を中心とした支出増の皮合いが大きいこと

によるものである(図4-4)。

図4-2　消費支出に占める情報通信機器購入費比

率の推移(全世帯)
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図4-3　年間収入五分位階級別情報通信機器支出金額の推移(全世帯)
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情報通信機器購入費の消費支出に対する比率

は、 1994年を除き支出金額と同様に増加傾向にあ

る1984年には所得階級間の差が見られなかった

ものが、次第に高所得層の比率が高まってきてい

る(図4-5)c

移動電話端末の所有率と通信料支出で見た移動

通信の利用状況には、年齢階級間で大きな違いが

見られるが、情報通信機器の購入状況にはどのよ

うな違いが見られるであろうか。

全ての年代で支出金額の増加傾向が見られ、 70

歳以上の世帯を除けば年代問の差がほとんど見ら

れない1989年を例外として、世帯主の年齢が高く

なるにつれて減少する傾向が見られる(図4-6)。

支出比率でも、 1994年の落ち込みを除いて全体的

に上昇する傾向にあり、その中で、若年層の世帯

で高くなる傾向がある(図4-7)c

図4-5　年間収入五分位別情報通信機器支出比率

の推移(全世帯)
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図4-6　世帯主の年齢階級別情朝通信機器支出金額の推移(全世帯)
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情報通信機器購入額(全世帯平均)の首位は

1994年まではテレビであったが、 1999年以降はパ

ソコンに代わっている。それでもテレビは、情報

通信機器購入額の20-30%を占めており、情報受

容・娯楽用機器の中で最も大きな値を示してい

る。
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情報通信機器の購入動向には、所得階層間より

も世代間において顕著な違いがある。 2004年にお

ける状況を、品目ごとの特化係数によって示す21。

情報通信機器全体の購入所に占める割合が5 %以

上の6品目の特化係数を、世帯主の年齢階級を横

軸にしてプロットしたのが図4-8である。その中



図4-7　世帯主の年齢階級別情報通信機器支出比率の推移(全世帯)

1984年　　1989年　　1994年　　1999年　　　2004年

蝣30歳未満　　　30-39歳　㌻4- 40-49歳

-ウト50-59歳　づ雛60-69歳　輔-70歳以上

で、若年層と高齢者層との間で値が大きく異なり、

対照的な分布パターンを見せているのが、ビデオ

カメラとテレビである。子供が誕生し、その成長

をビデオカメラで積極的に記録に残そうとする若

い世帯に対して、高齢者世帯の情報通信機器の購

人はテレビの買い替えが主となっているc 1994年

と1999年でもほぼ同様の傾向が見られる。ただし、

支出の絶対緋では、全世帯平均でビデオカメラは

テレビの六分の-程度にすぎないため、全体の支

出動向に与える影響は小さい。

図418　特化係数による世代間の情報通信機器購入動向の比較(2004年、全世帯)

30歳未満30-39歳40-49歳50-59歳60-69歳70歳以上

-d一通信機器　+パソコン　で-テレビ

一汁- VTR　　　⇒!トカメラ　　一〇一ビデオカメラ

21特化係数は、地域における産業の業種構成などが全国平均からjTE維している程度を示す指標として使用されることが多

いが、ここでは、全世帯における平均的な購入パターン(機器ごとの耶入金街の校器全体に対する比率)と、世帯主の

年齢階級ごとの購入パターンとの比として算出している。
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付録Iに示すように、 1984年-2004年の問に、

ビデオカメラや電話機、携帯用音楽・映像用機器

などの品目が加わり、ラジオやテープレコーダが

個別の品目から「他の教養娯楽耐久財」に分類さ

れるようになるなど、情報通信機器の顔触れは順

次交代してきた。また、テレビの大型化、薄型化

や衛星放送への対応、テープからハードディスク

とDVDへのビデオ媒体の変化、ビデオカメラや

カメラのデジタル化など、製品の高機能化・デジ

タル化が進展した。しかし、これらは既に所有し

ている機器の代替として購入されるケースが多い

ことと、販売価格の下落が激しいことから、パソ

コンを除いて、情報係数の増加にはつながらなか

ったものと考えられる。

4.2　パソコン

パソコンが全国消費実態調査報告に品目として

加わったのは1984年である　1989年と1994年の

調査では、 「パソコン・ワープロ」と統合された

品目になったが、1999年には両者は別品削こなり、

ワープロの販売が事実上行われなくなった2004年

には、再びパソコンとなっている。以下の分析で

は、時系列的な比較のために、 1999年の倍はパソ

コンとワープロを合算したものを使用し、品目の

呼称も「パソコン」に統一する23。なお、この調

査ではパソコンの品目に、プリンタやモニタなど

の周辺機器及びソフトウェアも含まれている。

図419は、パソコンの世帯普及率の推移を示し

たものである。1990年代後半以降の急激な上昇で、

2004年の世帯普及率は、勤労者世帯で80%近く、

全世帯でも70%近くに達しており、移動電話と同

様、家庭における情報化が、この10年間で急速に

進展したことを物語っている24。

図4-1と図4-2に示したように、 1984年から1999

年にかけて、パソコン購入の支出金額と消費支出

に占める比率は一貫して上昇し、 Windows95が登

場した1995年から1999年にかけて最大の伸びを見

せている。しかし、その後は2004年にかけて金額、
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図4-9　パソコンの世帯普及率の推移

1984年1989年1994年1999年　2004年

・+全世帯　-勤労者世帯

比率ともに一転して減少に転じている。普及率の

伸びと裏腹に、パソコンの購入金額が減少してい

るのは、この間のパソコン価格の低下が主な原因

と考えられる。表4-1は、 2000年を100としたパソ

コンの消費者物価指数である25。 2000年から2004

年までの4年間で、パソコンの価格は1/4以下に

大きく下落している。

この価格の急激な下落は、パソコンの所有にお

ける所得階層間の格差に縮小に貢献したと考えら

れる。図4-10は、パソコンの世帯普及率を年間収

入十分位階級別に示したものである。 1999年まで

は、低所得層から高所得層にかけて、グラフの形

は所得水準にほぼ比例した直線状になっている

が、 2004年には左上側に膨らんだ形となり、中低

位の所得層の普及率が所得水準に比べやや高くな

る傾向を示している。

表4-1パソコンの消費者物価指数

>T - 教養娯 楽耐 久財 デス ク トップ型 ノ ー ト型

2 0 00 1 00 .0 1 00 .0 10 0 .0

2 0 0 1 77 .1 62 .8 6 2 .1

2 0 02 64 .9 4 6 .8 4 5 .0

2 0 03 55 .6 34 .5 3 1.9

2 0 04 4 8 .4 25 .0 2 2 .6

22全国消狩実態調査では、通信料金から利用状況を知ることができる電話と異なり、パソコンの購入と所有の状況は把握

できても、実際の利用水準まで把握することは困難である0

231999年のワープロの購入金額はパソコンの5%程度(全世帯平均)であり.合算しても分析結果に大きな影響を与えな

い。

24全世帯に比べ勤労者世帯の普及率が高くなるのは、パソコンの所有率の低い高齢者仕帯の割合が減少するためである0

25 「平成16年消只者物価指数年報」 (東京都区部)

-24



図4-10　年間収入十分位階級別パソコンの世帯普及率の推移(全世帯)
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なお、パソコンの購入支出における所得階層間

の格差は、普及率の上昇に伴って縮小してきてい

る(図4-ll)c　年間収入五分位階級の第I階級と

第Ⅴ階級の格差は、絶対値では拡大しているが、

その間の比は、 6倍以上の値を示した1994年以前

から、 1999年、 2004年の4.8倍弱に縮小している。

とはいえ、 3.2節で示した、移動電話通信料支出

の所得階層間の格差　2-2.4倍)に比べると、

まだ2倍以上の高い水準となっている。消費支出

に対する比率でも同様の傾向が見られる。

表4-2は、世帯主の年齢階級別に、パソコンと

ワープロの普及率の推移を示したものである。ワ

ープロの普及率が調査対象となった1989年　-1999

年の間、世帯平均ではワープロの普及率がパソコ

ンを上回っている1999年においても、 45歳以上

の世帯ではワープロの普及率が上回っており、年

齢が上がるにつれて、そのギャップは拡大してい

る。しかし、その後の5年間で、パソコンの普及

率は、 60歳代では30ポイント以上、 70歳代でも20

-25ポイント上昇して、高齢者世帯でもワープロ

からパソコンへのシフトが一気に進んだ。

パソコンの普及状況で特徴的なのは、他の世代

に比べ、 30歳代後半～50歳代前半の世帯における

-25-

普及率が高い傾向が、過去20年間継続しているこ

とである。パソコンが高価な時代は、それを理由

に、所得水準の低い若年層に比べ、所得に余裕の

生まれる上の世代の所有水準が高くなることが説

明できたかもしれないが、それだけでは、価格水

準が大幅に下落し、普及が一気に進んだ2004年の

状況を十分に説明することはできない。それより

もむしろ、 20歳代では、インターネットへのアク

セス手段として、移動電話だけで十分と感じてい

る傾向があることや、 30歳代後半～50歳代前半で

は、自らの利用だけでなく同居する子供による利

用が、普及を促進している可能性など、さまざま

な要因が考えられる。



図4-11年間収入五分位階級別パソコン購入支出金額の推移(全世帯)
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19 84年 19 89年 199 4年 19 99年 2004年

日第I 階級 ^ 88 118 44 4 39 6

El3第Ⅱ階級 123 226 35 4 8 08 72 1

〇第Ⅲ階級 135 286 35 7 1,03 8 74 5

E3第Ⅳ階級 149 4 52 66 0 1,369 1,0 87

ヨ第Ⅴ階級 296 572 72 1 2 ,1 15 1,89 1

表4-2　世帯主の年齢階級別パソコン・ワープロの世帯普及率(全世帯、 %)

午

19 8 4 年 1 98 9 年 19 9 4 年 19 9 9 年 20 0 4 年

パ ソ コ ン < V rj > ワ ー プ ロ パ ソ コ ン ワ ー プ ロ > V 3 ; ワ ー プ ロ パ ソ コ ン

平 均 5 .8 12 .4 2 5 .1 1 6 .6 4 3.7 3 7.7 44 .8 6 9 .3

2 5 歳 未 満 3 .6 4 .9 16 .1 7 .0 2 3.7 2 0 .3 2 1.7 4 6 .5

25 、 2 9 6 .2 9 .4 2 2 .0 1 2 .4 3 5.3 3 8 .8 28 .2 73 .0

30 - 3 4 6 .4 12 .0 2 5 .3 1 6 .6 4 0.9 4 3 .2 33 .8 77 .7

3 5 、 3 9 6 .1 12 .3 2 5 .0 1 7 .9 4 3.6 4 5 .5 4 2.6 79 .9

4 0 - 4 4 7 .3 14 .9 2 6 .6 1 8 .3 4 8 .2 4 5 .9 48 .1 8 2 .8

4 5 - 4 9 7 .1 18 .5 2 9 .3 2 2 .1 5 0.8 4 6 .0 52 .1 8 3 .9

50 - 5 4 5 .6 14 .8 3 0 .3 2 2 .3 5 2.8 4 6 .0 5 5.0 8 0 .7

5 5 - 5 9 4 .3 ll .6 2 7 .0 1 7 .2 4 9.0 4 0 .2 52 .4 76 .2

6 0 、 6 4 4 .1 7 .4 2 1 .6 ll .4 3 9.6 3 0 .8 46 .6 6 6 .3

6 5 - 6 9 2 .9 5 .5 15 .2 8 .3 3 1.2 2 1 .7 40 .9 53 .4

70 - 7 4 3 ▼0 6 .0 13 .6 6 .8 2 3.3 1 7 .8 33 .4 4 3 .2

7 5 歳 以 上 1.1 3 .7 9 .7 5 .3 18 .3 l l .5 24 .5 3 1.2

図4-12は、世帯主の年齢階級別のパソコン購入

金額を示したものである。高齢者世帯とその他の

世帯との間に大きな格差があることを除き、購入

金額における世代間の傾向は年により異なってお

り、一貫した傾向は見られない。世代間の格差は、

1999年以降高齢者世帯の購入金額が大幅に増加し

たことによって、かなり縮小してきている。注目

されるのは、 1999年以降、世帯普及率が低い30歳

未満の世帯において、支出金額が最多となってい

-26-

ることである。インターネットの普及やパソコ

ンの低価格化が、この年代における新規購入を

促進したと考えられる。これに対し、所有率の

高い30歳以上の世帯では、買い換え需要が中心

であるため、購入金額で見ると低くなる傾向が

現れているのであろう。なお、消費支出に対す

る比率は、 30歳未満の世帯の消費支出が比較的

少ないことから、その世代で一段と高くなって

**



図4-12　世帯主の年齢階級別パソコン購入支出の推移(全世帯)
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15 0 0

10 0 0
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0
融私 熟し
19 8 4 # 19 89 年 19 94 * 19 99 年 20 0 4年

H 3 0歳末 洞 : o s 3 3 4 4 19 1,8 6 6 1,5 1 1

B 3 0 - 39 歳 15 1 3 8 4 6 0 8 1,5 4 2 1,0 4 5

田4 0 - 4 9 歳 17 7 3 3 8 4 8 9 1,2 0 1 1,36 2

S 5 0 、 59 歳 16 4 3 6 5 5 0 5 1 ,2 8 0 1,12 2

口60 - 6 9歳 3 3 2 2 8 2 12 83 3 6 2 1

□70歳 以 上 4 8 7 1 10 9 3 8 6 4 7 2

パソコンの世帯普及率の上昇に伴い、校数台所

有する世帯も増えて、 1台のパソコンを家族全員

で共用している状況から、利用頻度の高い成員が

自分専用のパソコンを利用するという、利用形態

のパーソナル化が進行している。表4-3は1000世

帯当たりのパソコンの所有数量を、世帯類型別に

示したものである。 1999年には1,000台を超えた

のは「夫婦と子供が2人の世帯」の「長子が大学

生」のケースのみであったが、 2004年には大半の

ケースで1,000台を超えた。その中でも、大学生

以上の子供を持つ世帯では、 1,600-1,900台とな

っており、大学進学を機に子供に専用のパソコン

を持たせている状況がうかがえる。さらに、子供

(又は長子)が高校生の世帯と、夫が30歳代～40

歳代の夫婦のみの世帯で、 1,200-1,300台となっ

ており、大学生に次ぐ需要の存在を示唆しており、

パーソナル化はさらに進展することが予想され

る。

表413　世帯類型別1000世帯当たりパソコンの所有数量(全世帯)

辛 1 9 94 年 19 9 9 年 20 0 4 年

全 体 平 均 19 0 4 85 9 9 9

核 家 族 itt w 18 5 4 73 9 6 8

七 り 0 ふ ~>ill.-'HT 10 7 2 96 6 7 6

夫 3 0 歳 未 満 18 2 6 00 1,0 7 5

夫 3 0 、 3 9 歳 2 7 1 8 07 1,2 7 1

夫 4 0 - 4 9 歳 16 3 5 6 1 1,2 7 7

夫 5 0 、5 9 歳 13 9 3 bO 9 3 8

夫 6 0 歳 以 上 58 1 70 5 0 3

夫 婦 と子 供 が 1 人 の 世 帯 2 09 5 30 1,11 5

子 供 が 未 就 学 lll 1 85 5 1 7 1,0 8 8

子 供 が 小 . 中 学 生 2 U 5 70 1,18 6

子 供 が 高 校 生 2 55 5 6 3 1,3 0 7

子 供 が 大 学 生 3 34 8 8 8 1,6 6 8

子 供 が そ の 他 1 98 4 9 3 1 ,0 4 7

夫 婦 と子 供 が 2 人 の 世 w 2 36 6 3 3 1 ,2 6 8

長 子 が 未 就 学 児 1 62 -IT " 9 8 0

壬圭子 が 小 . 中 学 生 2 0 7 5 8 8 1 ,14 5

長 子 が 試 校 生 2 5 7 6 4 8 1 ,2 8 1

壬を子 が 大 学 生 4 3 6 1 ,10 9 1 ,8 8 4

長 子 が そ の 他 2 6 7 6 9 4 1 ,4 8 1

夫 婦 と子 供 が 3 人 以 上 の 仕 帯 2 3 0 6 0 7 1 ,25 4

長 子 が 未 就 学 児 2 0 9 4 0 8 8 6 0

長 子 が 小 . 中 学 生 1 9 7 5 6 0 1 ,09 8

壬圭子 が 高 校 生 2 54 5 8 3 1,28 5

長 子 が 大 学 生 3 3 5 9 3 5 1 ,89 9

壬圭子 が そ の 他 2 74 6 9 2 1 ,4 17

男 親 又 は 女 親 と子 供 の 世 帯 12 6 3 j: 69 5

壬圭子 が 中学 生 以 下 6 8 16 5 56 6

長 子 が 高 校 生 . 大 学 生 16 4 3 15 9 22

大 女i と そ の 親 の 仕 帯 1 16 3 73 88 7

大 女{ と子 供 と親 の 世 帯 2 2 3 60 2 1,2 76

-27-



5　情報コンテンツ

5.1全体の傾向

情報コンテンツのサブカテゴリは、 ①新聞や書

籍など活字メディアの購読料や購入費(活字系メ

ディア)、 ②NHKやCATV等放送メディアの受信

料(放送系メディア)、 ③活字・放送メディア以

外の情報コンテンツ(その他のコンテンツ)、 ④

耐久性・非耐久性の文房具、未使用のメディアや

フイルムなど情報処理活動に伴う支出(付帯的支

出)、で構成される26.このうち、 (彰については、

「音楽・映像を収録したメディア」と「テレビゲ

ーム(機器及びソフト)」という有形のコンテン

ツだけでなく、 「映画・演劇・文化施設等入場料」

とビデオやCD、 DVDなどのレンタル料支出を含

む「教養娯楽賃借料」という無形のコンテンツを

含めている27。

情報関連支出に④を含めたのは、それらの購入

が、日常生活における情報関連の諸活動を反映し

ていると考えられるからである。未使用のテープ

やMD、 CD、 DVD等のディスクは、情報そのも

のではないが、それらの記録媒体として、撮影・

録画・編集・保存という音楽・映像コンテンツに

対する情報処理活動で消費されることから、活動

の水準を示す指標と考えることができる。カメラ

を情報通信機器に分類していることから、フイル

ムの購入と現像焼付代もそれらと同様に扱う。こ

れに対し文房具については、紙やインクなどの消

耗品はともかく、シャープペンシルや万年筆など

の筆記具や製図用具、そろばんといった耐久的性

質のものまで含めることについては異論があるか

もしれない。しかし、それらは情報の生産や処理

に直接用いられる道具であることから、今回の分

析では情報関連支出の一部に含めることとした。

耐久性・非耐久性を合わせた文房具への支出金額

は、この20年間、全世帯平均で600-700円の水準

で、ほぼ安定的に推移している。

情報コンテンツへの支出金額の推移を図511に

示す。総額では徐々に増加している。しかし、

1984年から1994年までの間で37.3%増加したが、

1994年から2004年までの間では4.8　と、 1994年

を境に増加率が急減している。これには情報コン

テンツ支出の過半を占める、活字系メディアの停

滞が大きく影響している。それと対照的に金額の

増加が著しいのが、放送系メディアとその他のコ

ンテンツである。放送系メディアの増加は、

CATVや衛星放送の普及、有料チャンネルの増加

などによって受信料支出が増えたことによる。

NHK受信料だけであった1984年には、サブカテ

ゴリ中の最下位であったものが、 CATVや衛星放

送が加わった2004年には、活字系メディアに次ぐ

大きさとなっている。その他のコンテンツは、

1999年に一時的に停滞しているが、 2004年には再

び増加に転じて、 1984年の約2倍に達している。

情報関連の諸活動の水準を示す付帯的支出は、

1999年までは順調に増加してきたが、 2004年には

一転して30%弱の大幅な減少に転じている。

図5-2に消費支出に対する比率の推移を示す。

活字系メディアは若干増加基調を見せているが、

1.4%-1.6%の範囲で安定した動きを見せている。

1989年以降、放送系メディアとその他のコンテン

ツが増加しているのに比べ、付帯的支出について

は、金額の大幅な減少を受けて1999年をピークに

落ち込みが目立つ結果となった。

図5-1情報コンテンツへの支出額の推移(全世帯)

;.ォ-蝣系Jj-p'. -蝣"" Eさ:W.¥こJ蝣''iT Lそのtft-'1コニ:rニ-・　蝣(∫"fii"i;:i;

「
∵

3,849　　4,3 16　　4,975

1984年
1989年 1994年

4,86 1

1999年

4,976

2004年

26各年の全国消雪守実態調査における、これらサブカテゴリへの品目の分禁則犬祝を、付録Ⅱに示す。

27情報の購入形態として近年増加している、インターネットや携帯電話網を経由した音楽等のダウンロードは、 2004年の

調査やその後の家計調査でも、まだ把捉されていない。携帯電話の通話・通信料金と一緒に請求される場合には、電話

通信料として計上されている可能性がある。

28-



図5-2　情報コンテンツ支出の消費支出に対する

比率の推移(全世帯)
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一〇一活字系メディア　　　+放送系メディア

-た-その他のコンテンツ　一半一付帯的支出

年間収入五分位階級別に情報コンテンツ支出金

額の推移を見ると、 1994年を境に低所得層と高所

得層の増加率が逆転している(図5-3)。 1994年ま

での10年間に、第I階級では4,742円から6,821円

に43i　増加したが、第17階級では8,772円から

ll,537円の31.5%増となっている。その後2004年

までの10年間で、第I階級では1.0%増、第Ⅱ階

級では微減となっているのに対し、第Ⅴ階級では

9.6%、第Ⅳ階級では7.3%の増加を示している。

消費支出に対する比率は、低所得層が高くなる

傾向がある(図5-4)c　時系列的には、 1989年に一

時的に低下した後、一貫して増加しており、全て

の所得階層でほぼ平行的に推移している。

これらの傾向は、後述するように、情報コンテ

ンツの中に占める、新聞購読料や放送受信料とい

った、所得水準への依存度が低い継続的な支出の

ウェイトが大きいことに起因するものである。

図5-3　年間収入五分位別情報コンテンツ支出金額の推移(全世帯)
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E3 第 Ⅱ階 級 6 ,0 2 5 6 ,7 8 4 8 ,3 8 0 8 ,5 4 7 8 ,3 7 9

E 3第 Ⅲ階 級 6 ,6 2 6 7 ,4 1 3 9 ,19 6 9 ,5 8 8 9 ,5 1 3

ES3第 Ⅳ階 級 7 ,1 1 7 7 ,9 8 1 9 ,7 6 7 1 0 ,3 3 5 10 ,4 7 6

E ]第 V 階 級 8 ,7 7 2 9 ,5 3 4 l l ,5 3 7 l l ,9 7 5 1 2 ,6 4 0

-29-



図5-4　年間収入五分位階級別情報コンテンツ支

出比率の推移(全世帯)
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情報コンテンツ内のサブカテゴリのシェアを、

1989年と2004年について所得階級間で比較したも

のを表5-1に示す28。全体的傾向は図5-1と図5-2に

示しているので、所得階層間のパターンの変化に

ついて指摘しておく。活字系メディアは、 1989年

には所得階層間の違いがあまり見られなかった

が、 2004年には低所得層において高くなる傾向が

現れている。これに対し放送系メディアでは、有

料の放送メディアが登場した影響を受けて、 1989

年に見られた低所得層で高くなる傾向が2004年に

は消えている。その他のコンテンツのシェアは、

両年とも高所得層で高くなる傾向がある。それは、

音楽・映像系メディアの購入や映画・演劇・文化

施設入場料という、生活面のゆとりに直接左右さ

れる消費がこれらに含まれることに起因すると考

えられる。

表5-1情報コンテンツ支出におけるサブカテゴリのシェア(1989年、 2004年、全世帯)

年 次 所 得 m 活 字 系 メ デ ィ ア 放 送 系 メ デ ィ ア その 他 の コ ン テ ン ツ 付 帯 的 支 出

19 8 9年

節 I 階 級 60 .7 % 12 .2 % 6 .1 % 2 1.0 %

節 II 階 級 57 .0 % 9 .4 % 8 .1 % 2 5 .5 %

節 Ⅲ階 級 58 .0 % 9 .2 % 8.2 % 2 4 .6

節 Ⅳ 階 級 58 .2 % 9 .0 % 8 .6 % 2 4 .2

節 Ⅴ 階 級 57 .9 % 7 .7 % l l.0 % 2 3 .5 9

2 0 04 年

節 I 附 級 5 7 .1 1 9 .1 % 1 0.9 % 12 .9 %

苅 II R r揖 5 2 .9 % 1 7 .9 % 1 3.4 % 15 .8 %

節 Ⅲ 階 級 5 0 .9 % 1 7 .6 % 14 .7 % 16 .8 %

節 Ⅳ 階 級 5 0 .7 % 1 8 .3 % 1 5.2 % 15 .7 %

蝣Y iV 的 祇 5 0 .3 % 1 8 .3 % 1 7.3 % 14 .1 %

世帯主の年齢階級別の情報コンテンツ支出金額

の推移を図5-5に示す。年齢階級間の差はそれほ

ど大きくはないが、 30歳代と40歳代の支出金折が

一貫して高くなっており、生活や仕事上における

情報コンテンツへのニーズの高さを物語ってい

る。注目されるのは若年層と高齢者層である。

1994年までは30歳未満の世帯が70歳以上の世帯を

上回っていたのが、 1999年以降逆転している。そ

の要因としては、若年層の活字粧れによるところ

が大きいと思われる。表5-2は1989年と2004年に

おける、世帯主の年齢階級別のサブカテゴリの支

出金額を示したものである。 70歳以上の活字系メ

ディアへの支出折が、 15年間で28.7%増加してい

るのに対し、 30歳未満では減少している。放送系

メディアでも70歳代の増加額が30歳未満を上回っ

ており、それ以外のサブカテゴリでは30歳未満の

増加額がかなり大きいものの、情報コンテンツの

総額では70歳代の支出節の方が多い結果となって

いる。消費支出に対する比率では、各年とも、若

年層と高齢者層で高く、 50歳代がボトムになって

いる(図5-6c　これは、先に述べたように、情報

コンテンツでは新開購読料や放送受信料といった

28比較対象を1984年ではなく1989年としたのは、 5.3i!符で述べるように、 1984年におけるその他のコンテンツに含めた品目

の内容が、以降の年次と比較するうえで多少の問題を含んでいるためである0
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所得水準に左右されにくい固定的な支出が大きな　　　準の高い40歳～50歳代において、比率が低くなっ

ウェイトを占めていることから、相対的に所得水　　　てくるためである。

図5_5　世帯主の年齢階級別情朝コンテンツ支出全額の推移(全世帯)

l l ,0 0 0

1 0 ,0 0 0

9 ,0 0 0

8 ,0 0 0

7 ,0 0 0

6 ,0 0 0

5 ,0 0 0

5 8

19 8 4 年 19 8 9 年 19 9 4 年 19 9 9 年 2 0 0 4 年

p 3 0歳 未 満 6 ,3 4 4 6 ,7 19 8 ,3 9 6 8 ,0 8 1 8 ,4 9 1

田 3 0 、 3 9 歳 7 ,16 5 8 ,0 1 2 1 0 ,2 3 2 10 ,4 3 7 9 ,9 1 5

田4 0 、 4 9歳 6 ,9 1 4 7 ,6 5 5 9 ,2 3 3 10 ,0 4 7 1 0 ,5 8 8

田 5 0 - 5 9歳 6 ,2 6 6 7 ,0 7 5 8 ,8 2 1 9 ,0 5 0 9 ,5 0 1

ロ 6 0 - 6 9歳 6 ,0 9 4 7 ,0 6 9 8 ,7 5 9 9 ,3 2 1 9 ,2 3 7

m 7 0歳 以 上 5 ,4 3 1 6 ,4 3 7 8 ,0 6 8 8 ,19 5 8 ,6 7 7

表5-2　情報コンテンツのサブカテゴリの支出金額(1989年、 2004年、全世帯)

年次 世 帯主 の年 齢階 級 活 字系 メデ ィア 放 送系 メデ ィア その他 の コ ンテ ンツ 付 帯的 支 出

19 89年

3 0歳未 満 3 ,6 5 0 5 20 7 06 1,84 3

3 0歳代 4 ,4 3 8 5 9 6 6 98 2 ,2 8 0

蝣IO ft 代 4 ,5 0 2 6 6 9 6 78 1,8 0 6

5 0歳代 4 ,2 8 6 7 54 6 4 2 1,3 9 3

6 0歳代 4 ,15 4 7 5 4 5 3 9 1,6 2 2

7 0歳以 上 3,8 9 9 8 19 4 2 6 1,2 9 3

2 0 04 年

3 0 K t;ffi 3,6 1 0 1 .0 1 2 ,1 19 1,7 1 8

3 0 O i代 4,4 7 9 1 ,4 5 4 1 ,7 0 2 2,2 8 0

4 0歳代 5 ,2 6 3 1 ,78 5 1 ,7 7 4 1,7 6 6

5 0 ft 代 5 ,19 3 1 ,8 9 6 1 ,3 0 2 1,11 0

6 0歳代 1,9 9 0 1 ,8 8 3 1 ,2 2 3 1,14 1

7 0歳以 上 5 ,0 18 1 ,6 7 7 8 9 3 1,0 8 9
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図516　世帯主の年齢階級別情報コンテンツ支出比率の推移(全世帯)

4.0%

3.5%

3.0%

2.5%

2.0%

1.5%

1.0%

1984年　　1989年

蝣30tt:tミ渦

づ中50-59歳

5.2　活字系メディアと放送系メディア

(1)活字系メディア

活字系メディアは、 「新開」、 「雑誌・週刊誌」、

「書籍」、 「他の印刷物」の4つの品目で構成され

る29。図517に示すように、新聞が最も大きなシェ

アを占めており、 1984年の57.2%から徐々に増加

して、 2004年には67%となった。これに対し書籍

のシェアは、 1984年の29.3%から2004年の19.2%

へと大きく低下している。新聞は1984年に比べ

1994年以降1,000-1,100円増えているが、それは

購読料の改定によるものである30。新聞は習慣性

の高いメディアであるため、購読料の改定が、そ

のまま世帯の支出増に反映されている。

図5-7　活字系メディアへの支出金額の推移(全世帯)

t:V.・打L:iトiflTJ.'こ' rrT"Pi　蝣I也・"M'ntir;
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f*215""' :'1、,032　　　967 i　蝣957 '

:l.OIi　ま

f376,i

:.<>叫

量4,51匝i 1414〕

3,219

1984年　　1989年　　1994年　　　1999年　　　2004年

1 994年　　1 999年　　2004年

蝣30-39歳　㌢汁40-49歳

⇒iト60-69歳　-◎-70歳以上

活字系メディアに対する支出は、所得水準の影

響を受けにくい継続的性質をもつ新聞購読が大き

なシェアを占めているため、消費支出に対する比

率は低所得層で高くなる傾向があり、これについ

ては1984年-2004年の間に変化は見られない(図

5-8　しかし、世代間のパターンでは、消費支出

に対する比率が、世帯主の年齢が30歳未満の世帯

では低下し、 70歳以上世帯では上昇する傾向を、

うかがうことができる(図5-9)c

図5-8　年間収入五分位階級別活字系メディアへ

の支出比率の推移(全世帯)

第　　　第　　　第　　　第　　　第
IV V

階　　　階　　　階　　　階　　　階
級　　　級　　　級　　　級　　　級

-トー1984年　　蝣1989年　-*- 1994年

-※- 1999年　⇒!ト2004年
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図5-9　世帯主の年齢階級別活字系メディアへの支出比率の推移(全世帯)

2.0%

1.8%

1.6%

1.4%

1.2%

1.0%

0.8%

1984年　1989年

蝣30歳未満

⇒ト50-59歳

世代間のパターンの違いを、新聞とそれ以外の

活字メディアとで比較したものを図5-10a、 bに示

す。上記の傾向をもたらしているのは新開であり、

それ以外の活字メディアは、 1984年に比べると若

干低下しているものの総じて横ばいとなってい

る。 30歳未満と30歳代の若年層における比率は、

他の世代に比べ高くなっている3'。このことから、

1 994年　1 999年　　2004年

・30-39歳　Tだ㌣40-49歳

⇒鮮-60-69歳　-◎-70歳以上

若年層で生じているのは、活字メディア全体の消

費減ではなく、日々のニュース源が、新聞からイ

ンターネットや携帯電話へシフトしたことを反映

するものであろう。その意味で、後述する通信系

ソフトに対する消費支出の把握が、今後重要にな

ってくる。

図5-10a　世帯主の年齢階級別「新聞」への支出比率の推移(全世帯)

1984年　1989年　1994年　1999年　　2004年

・.◆130歳未満　　　・30-39歳　一髪㌘40-49歳

・・与ト50-59歳　⇒終-60-69歳　-6-70歳以上

291984年の品目は「辞書・事典類」と「他の書籍」となっているため、これらを合算して「書籍」としている0

301984年-2004年の間に、朝日・読売・毎日の主要3紙の購読料(朝夕刊セットの月額)は、 2,600円から3,925円に上昇

している1994年の急増は1993年に実施された1,050円の大幅な改定によるものである。

31書籍単独の場合でも、 1999年以降30歳代を筆頭に若年層の比率の方が上位を占めている.
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図5-1Ob　世帯主の年齢階級別「新聞以外の活字系メディア」への支出比率の推移(全世帯)

1984年　1989年　1994年　1999年　　2004年

-◎-30歳未満　っ匝-30-39歳　一・-40-49歳

-*-50-59歳　⇒:ト60-69歳　-e-70歳以上

(2)放送系メディア

放送系メディアには「NHK受信料(衛星放送

を含む)」、 「CATV受信料」、 「その他の受信料」

が含まれる。このうち、 CATVとその他の受信料

は1999年から品目に追加された(図5-ll)。 NHK

の衛星放送受信料が設定されたのは1989年8月で

あり、 1989年から1994年にかけての増加は、 1990

年の受信料の改定と衛星放送契約数の増加による

ものである。 NHK受信料は1994年をピークに減

少しており、 1999年以降の放送系メディアにおけ

る金額の増加は、主にCATV受信料による32。

図5-11放送系メディアへの支出全額の推移(全世帯)

NHK　㌫CATV 'その他

呈享,h.

錘`'V3
6

!666 i

764　　　685
1 129　1041　961

1984年1989年1994年1999年　2004年

図5-12　年間収入五分位階級別放送系メディアへの支出金辞の推移(全世帯)

2 ,5 0 0

2 ,0 0 0

1 ,5 0 0

1 ,0 0 0

5 0 0

0

i

I

1 9 8 4 年 19 8 9 年 19 9 4 年 1 9 9 9年 2 0 0 4年

E3 第 I 階 級 7 0 1 6 5 0 1 ,0 3 7 1,1 3 9 1 ,3 13

EB第 Ⅱ階 級 7 3 5 6 4 1 1 ,0 2 9 1 ,2 8 4 1 ,4 9 9

田第 Ⅲ階 級 7 8 7 6 8 3 1 ,10 4 1,3 8 9 1 ,6 7 5

E3 第 Ⅳ階 級 7 8 5 7 16 1 ,16 2 1 ,5 4 0 1 ,9 2 2

ヨ第 Ⅴ階 級 8 1 3 7 3 3 1 ,3 14 1 ,7 7 3 2 ,3 0 7
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1989年以前は、所得階層間の差はほとんど見ら

れないが、衛星放送やCATV等の新たなサービス

が登場してからは差が拡大してきており、 2004年

の第Ⅴ階級の支出金額は、第I階級の1.76倍とな

っている(図5-12)。消費支出に対する比率は、

1989年を底に全ての所得階級で増加しており、新

聞と同様、受信料には継続的な性質があることか

ら、低所得層で高くなる傾向が一貫している(図

5-13)c

図5-13　年間収入五分位階級別放送系メディアへ

の支出比率の推移(全世帯)
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2004年における世帯主の年齢階級別の放送系メ

ディアへの支出金額を図5-14に示す。 NHK受信料

が、若年層で少なく高齢者屑で多くなっているの

は、受信契約率の状況を反映していると考えられ

る。また、放送メディアに敏感であるはずの30歳

未満の世帯で、 CATV受信料が少なくなっている

のは、所得水準と居住環境が影響していると思わ

れる。 1999年でも基本的に同じ傾向が見られる。

図5-14　世帯主の年齢階級別放送系メディアへの

支出全額(2004年、全世帯)

NHK　だCATV　その他

70歳以上

60-69歳

50-59歳

40-49歳

30-39歳

30歳未満

530

6ォh　　　　　　　　　叫7

M'J

663

(3)継続的支出

活字系メディアにおける新開購読料と放送系メ

ディア(受信料)は、月極めの契約による継続的

性質をもった支出であり、所得水準の影響を受け

難く、消費支出に対する比率が低所得層ほど高く

なることは既に述べた。ここでは、両者を合計し

た継続的支出全体としての状況を検討する。

これらの継続的支出は、新聞購読料の改定や衛

星放送とCATVの普及によって、非継続的支出を

上回る伸びを見せており、その情報コンテンツ全

体に占める比率は、全世帯平均で、 1984年の45%

から2004年の53%に8ポイント増加している(図

5-15 t　その値は低所得層ほど高く、 2004年の第

I階級では62%に達している。図5-3に示したよ

うに、この階級における情報コンテンツ支出額は、

1994年以降ほとんど増えていないため、これは、

直接、非継続的な情報コンテンツに対する支出の

減少につながっている。

継続的支出の割合の時系列的変化を図5-16に示

す。 50歳代より上の世代では増加、 30歳代～40歳

代では横ばい、 30歳未満では減少と、世代ごとに

状況が異なっている。高齢者層では新開と放送と

いうマス型メディアへの依存度が年々高くなる一

方で、 30歳未満の年代では、もともと低い値がさ

らに低下している。

32NHKの地上波に衛星放送を加えた「衛星カラー契約」数は、 1994年の653万件から1999年には1,001万作、 2004年には

1,232万件に増加している(NHK年鑑2006)。料金が1.7倍の衛星カラー契約数の大幅な増加にもかかわらず、家計サイド

から見たNHK受信料への支山が減少している現象は、契約者による支払率の低下以外に説明が困難である.
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図5-15　世帯主の年齢階級別の情報コンテンツに占める継続的支出の割合(全世帯)

1984年　1989年　1994年　1999年　2004年

-*一第I階級　-第II階級　-Jァ第III階級

一弾一第Ⅳ階級　⇒駐第Ⅴ階級　一愈-平均

図5-16　年間収入階級別の情幸臣コンテンツに占める継続的支出の割合(全世帯)

1984年　1989年　1994年　1999年　2004年

+30歳未満　　　蝣30-39歳　ヤニー40-49歳

+汁-50-59歳　⇒手ト60-69歳　e70歳以上

5.3　その他のコンテンツ

(1)活字・放送メディア以外の情報コンテンツ

このサブカテゴリに含まれる品目には、いくつ

かの問題があり、分析にあたり注意が必要である。

「映画・演劇・文化施設等入場料(入場料)」は、

1984年の調査では「入場観覧料」となっており、

遊園地入園料、ジェットコースターやポートの乗

賃、パチンコまで含まれていた。このため、それ

らを除外した1989年には値が一時的に低下してい

る。 「音楽・映像収録済みメディア(メディアコ

-36-

ンテンツ)」は、 1984年は「レコード・テープ」

である1989年には、レコード、 cD及びレーザ

ーディスクを対象とする「AVディスク・レコー

ド」としてテープを分粧した.このときテープ

(録音テープ、ビデオテープ)は録音・録画の有

無を問わないとされていたが、分析では記録用メ

ディアとして付帯的支出に含めたため、コンテン

ツの債が実際より過少になった可能性がある。

1989年から品目に加わった「教養娯楽賃借料(レ

ンタル料)」には、映像・音楽メディア以外に、



スキー用具やスケート、ボウリング用の靴等の借

料も含まれている。 「テレビゲーム」は教養娯楽

用品の「玩具」の一部とされていたが、 1994年か

ら独立した品目になった。しかし、 2004年の調査

でもゲーム機本体とゲームソフトの両方を含んで

おり、実際のコンテンツの購入よりも多めの値と

なる。

各品目の全世帯平均値を時系列的にプロットし

たものを図5-17に示す。入場料は、品E]として独

立した1989年以降、年々増加している。メディア

コンテンツは年ごとに大きく変動しているが、そ

の理由は不明である。レンタル料とテレビゲーム

には大きな変化は見られない。

図5-17　活字・放送メディア以外のコンテンツへ

の支出全額の推移(全世帯)
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2004年の内訳を所得階層別に示すと、入場料と

メディアコンテンツについては、高所得層で大き

くなる傾向がある(図5-18)。テレビゲームとレ

ンタル料については、支出金額が絶対的に小さい

せいもあるが、所得階層間で支出金額の違いは目

立たない。世帯主の年齢階級別の内訳では、若年

層においてメディアコンテンツ、テレビゲーム、

レンタル料が多くなっている。入場料は世代間で

差が小さく、年齢が上がるにつれ少しずつ増える

傾向もあり、他の品目での支出が激減する高齢者

層において、シェアが著しく高くなっている(図

5-19)(テレビゲームの支出額は、 40歳代までと

50歳以上との間で、支出額に大きなギャップが存

在しており、家族構成が反映されている。レンタ

ル科についても、それほどではないが同様の傾向

が見られる。これらは、 1994年、 1999年にも見ら

れ、レジャー行動における世代間の相違を反映し

たものと言えよう。

図5-18　年間所得五分位階級別その他のコンテン

ツの支出金額　2004年、全世帯)
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図5-19　世帯主の年齢階級別その他のコンテンツ

の支出全額　2004年、全世帯)
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(2)付帯的支出

付帯的支出には、 「耐久性文房具」、 「消耗性文

房具」、 「フイルム」、 「現像焼付代」、 「音楽・映像

用未使用メディア」の5品日を含めているが、こ

れらを使用目的にしたがって、耐久性・消耗性を

合わせた「文房具」、フイルムと現像焼付代を合

わせた「写真」、 「未使用メディア」の3つに集約

する　5.1節で述べたが、付帯的支出全体では、

金額、消雪守支出に対する比率とも減少傾向にある。

図5-20に示すように、 1999年から2004年にかけて、

写真と未使用メディアの落ち込みが大きい。フイ

ルムや現像焼付代の物価水準はこの間安定してお

1989年の未使用メディアの品目はテープ(録画・録音の有無を問わない)であり、収録済と未使用に分けられるように

なったのは1994年以降である。
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り、これは、デジタルカメラの普及によってフイ

ルムの購入量と現像焼付需要が減少したことが原

因と考えられる3-0未使用メディアについては、

1999年から2004年までの5年間でビデオテープの

物価水準が20ポイント、オーディオ記録媒体

(2000年から)のそれが22.5ポイント低下してい

るが、それだけでは、 2004年に半減した理由を説

明することは困難である。

図5-20　付帯的支出に属する品目の支出額の推移

(全世帯)
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図5-21年間所得五分位階級別付帯的支出の全額

(2004年、全世帯)
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2004年の所得階層ごとの内訳を図5-21に示す。

3品目とも支出金類は所得水準に比例するように

変化しており、品目間のパターンの違いは見られ

ない。これに対し、世代間では、 30歳代までの若

年層で写真の支出金折が高く、付帯的支出全体を

押し上げて、 30歳代でピークを形成している(図

5-22),これは、低年齢の子供を持つ家庭を中心

に、家族の記録を残そうとする活動によるもので

あり、 1999年以前もこれと同様のパターンが観察

巳Iixm

図5-22　世帯主の年齢階級別付帯的支出の全額

(2004年、全世帯)

E]文UP,田写六　四末使mメディア

2500

2000

500

1(X巾

5α)

0

30歳未満　30-39歳　40-49撮　50-59歳　60-69渡　70歳以上

(3)通信系ソフト

近年、インターネットや携帯電話等の情報ネッ

トワーク経由で流通する、音楽、ゲーム、新開記

事などの情報コンテンツ(これを通信系ソフトと

いう)の市場が急速に拡大してきており、 2005年

には5,000億円規模に達していると推計されてい

る35。これに対し、 2004年の全国消費実態調査や

その後の家計調査で、これらがどのように把握さ

れているか明らかでない。購入先の選択肢に「通

信販売(インターネット)」はあっても、これら

の無形のコンテンツを対象とした品目が定義され

ていない360音楽でもゲームでもcDやDVDなど

の形をとっていれば、 「音楽・映像収録済みメデ

ィア」や「テレビゲーム」の品目に分類されるO

しかし、そうでないものについては、例えば3.2

節で指摘したように、携帯電話の通信料と一緒に

31 1990年-2004年の間、 2000年を100としてフイルムは93.3-100、現像焼付代は97.5-104.8と比較的安定した水準で推移

している(「平成16年消打者物価指数年季RJ、東京都区部)。なお、カメラのデジタル化によって、フイルムや現像焼付

代から、インクや写真印刷用の紙に向けて品日間のシフトが生じている可能性もある.しかしながら、 2004年の調査で

は、 30撮代までの若年層でもそのような傾向は見出せなかった0

35 「平成19年版情報通信自書」 p.219

36一般的には教捌呉楽サービスに含まれるが、その項目のいずれにも分類されない教養娯楽サービスを意味する「他の教

剤呉楽サービスのその他」の内容例示でも言及されていない(「平成16年全国消費実態調査報告古」品目編p.709)c
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携帯電話を通じてダウンロードした着メロや楽曲

の使用料が請求され、そのまま電話通信料として

一括計上されると、コンテンツとして把握するこ

とができない。

携帯音楽プレーヤーで楽曲を楽しむスタイルが

普及して、 CDからインターネットによるパソコ

ンへのダウンロードへと、音楽の流通形態が急速

にシフトしている。また、オンラインゲーム利用

者や、有料のメールマガジン、ニュース記事配信

の利用者も増えている。現状の品目の定義や調査

票の形式では、これらの増加する通信系ソフトへ

の対応が困難であり、次回2009年の調査における

適切な対応が求められている。

6.むすび

情報係数の値は、 1994年までは概ね5%程度で

安定的に推移してきたが、 2004年までの10年間で

3ポイントと大きく増加した。それは、主として

短期間に急速に普及した移動電話の通信料による

ものである。移動電話は、世帯単位の国定電話で

は満たされなかった、個人単位の通信サービスと

いう潜在的なニーズに合致して、月々の継続的支

出として家計に定着している。世帯における移動

電話の通信料支出の増加は、世帯内での利用者数

の増加を反映したものである。それは、家族数に

加えて、世帯主の年齢と家族構成に大きく依存し、

若年層を中心に所得水準の影響をあまり受けてい

ない。この傾向は、家族数の影響を受けにくい、

世帯主の年齢が30歳代までの世帯で顕著である。

さらに、移動電話の利用を開始する年齢層は、

1999年の調査では高校生と推測されたものが、

2004年には中学生へとシフトしている。

移動電話の1契約当たりの利用金額は、 2001年

以来漸減しており、加入者が飽和状態に達したこ

ともあって、通信料支出は今後頭打ちとなってい

くであろう。固定電話についても、 IP電話への移

行によって一層支出が減少することが予想され

る。そして、電話やインターネットなど、世帯向

けの各種の通信サービスを統合的に提供する次世

代通信網(NGN)が普及する2010年頃には、固

定電話の通信料は、インターネット接続料を含め

た「情報ネットワーク使用料」として扱うことが

適切になるものと考えられる。

移動電話通信料によって大きく増加した通信サ

-ビスに比べ、情報通信機器の購入支出は、 20年

間である程度増加したものの、消費支出に占める

比率は1%にも満たない。これは、元々長期的に

使用する耐久財として購入頻度が低いことに加

え、価格が大きく低下したことにもよる　2000年

以降の5年間で、パソコンの価格水準が1/4以下

に低下したことが、パソコンの世帯普及率を40%

弱から70%へ大きく上昇ささせた要因の1つであ

ろう。それに伴って複数台所有する世帯も増加し

て、世帯全体で1台のパソコンを共有する状況か

ら、利用頻度の高い成員が専用のパソコンを利用

するというパーソナル化も進行している。

情報コンテンツでは、活字系メディアの停滞に

対して、放送系メディアとその他のコンテンツが

増加基調にあるが、その絶対額は小さい。活字系

メディア-の支出増は、その過半を占める新開購

読料の改定によるものであり、書籍や雑誌の購入

金額はこの20年間ほぼ一定の水準で推移してき

た。総体的な活字粧れは支出金額の伸び悩みとい

う形で現れているが、その中で30歳未満の世帯に

おける新関に対する支出の低下が目立っている。

放送系メディアでは、受信契約数と契約単価が増

えているにもかかわらず、 NHK受信料への支出

折が1994年をピークに減少している。それを補う

形で1999年からCATVとcsなどその他の受信料が

加わって、全体としては増加している。情報コン

テンツの中で、新聞購読料と受信料は、月極め契

約による継続的性質をもった支出であるが、その

水準はすべての所得階層で年々高まっており、そ

れ以外のコンテンツへの支出が抑制される結果と

なっている。

情報格差については、年間収入階級と世帯主の

年齢階級による違いを検討して、所得階層間での

格差は若干広がりつつあるが、それよりも世代間

での格差や相違の方がより大きいという結果が得

られた。 1984-1994年には、 30歳未満の世帯と70

歳以上の世帯で共に6 %前後であった情報係数の

倍は、 2004年には、前者が11%で後者は7%とな

り、最近の10年間で4ポイントの大差がついた。

これは主に移動電話の通信料支出によるものであ

り、そのボリュームの故に、所得階層間の格差が

見え難くなっている状況も明らかになったO他に

も携帯電話やパソコンの所有率やインターネット

の接続料など、様々な両で世代間の違い、とりわ
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け高齢者層とそれ以外の世代との相違や格差が観

察された。しかし、 50歳代の世帯における情報環

境や情報リテラシが着実に向上していることか

ら、それらの格差は縮小していくものと期待され

る。

5.3節で指摘したように、近年、情報ネットワ

ーク経由で流通する情報コンテンツである通信系

ソフトの市場が急速に拡大しているが、これまで

のところ、全国消費実態調査や家計調査において、

これらを十分に把握できているとは言い稚い.電

話通信料と一括で請求・支払いが行われる携帯電

話からの有料サイトの利用料は、移動電話通信料

に含まれている可能性が高い。また、音楽の流通

形態はcDなどの有形のメディアからネットワー

ク経由のダウンロードへとシフトしている.この

傾向は年々加速しつつあり、近い将来には映像へ

も広がるであろう。また、有料のゲームやニュー

ス記事配信の利用者も増えている。次回以降の調

査では、これら増加する無形の情報コンテンツに

対する支出を把揺するために、品目の定義や調査

票の形式の見直しなど、適切な対応が求められて

いる。

本稿では、生活面での情報化の進展を家計にお

ける情報関連支出の変化によって把握するため

に、 IT革命を挟んだ20年間の全国消費実態調査の

データを用いて、 「通信サービス」、 「情報通信機

器」、および「情報コンテンツ」の3つの視点か

ら検討した。年次と世帯の所得水準、及び世帯主

の年齢や家族構成による情報関連支出の違いとそ

の原因については、ある程度明らかにすることが

できたが、都市規模や地域性による違いについて

は今後の課題としたい。
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付録l　情報通信機器に分類した品目の変遷

年次

品 目 報告 書 に 「他 の教 養娯 楽 耐 久財 」 と して内容 が

例 示 され た もの の うち 、情報 通 信機 器 に分規 可

能 なもの .通 信 情 報処 理 情 報受 容 .娯 楽

1 98 4年 該 当 な し パ ソ コン

ラ ジオ . チ - プ レコー ダ、 テ

レ ビ、ビデ オテ ープ レコー ダ、

ス テ レオ、 カメ ラ . 同付属 品

計 算機 、 カ ラオケ一 式 、 レコー ドプ レーヤ

1 98 9年 通信 機 器
パ ソ コン .

n - -f ロ

テー プ レコ ー ダ . ラジ オ、 テ

レ ビ、ビデ オテ ープ レコー ダ、

ス テ レオ、カ メラ . 同付属 品、

ビデオ カ メラ . 同付属 品

カ ラオケ 一式 、 レコー ドプ レーヤ

1 99 4年 通信 機 器
パ ソ コン .

テ レビ、 ス テ レオセ ッ ト、 テ ラ ジ オ、 ス ライ ド映 写機 、 複写 機 、 レコー ドプ

ー プ レ コー ダ、 ビデ オ テー プ レー ヤ、 カ ラオ ケ機器 、 テ レビ ア ンテ ナ、 C D プ

ワ ープ ロ レ コー ダ、 カメ ラ、 ビデ オ カ レー ヤ ー 、 ビデ オ デ ィ ス ク プ レー ヤ (V H D 、

-t 7 L V D )、電卓 .電 子辞 書 . 電子 システ ム手帳

1 99 9年 通信 機 器
パ ソ コン、

テ レビ、 ス テ レオセ ッ ト、 テ ラ ジ オ、 ス ラ イ ド映写 機 、 レ コ - ドプ レー ヤ 、

ー プ レ コー ダ、 ビデ オテ ー プ カ ラ オ ケ機 器 、 B S ア ンテ ナ 、 C D プ レー ヤ ー 、

ワ ープ ロ レ コ】 ダ、 カメ ラ、 ビデ オ カ ビ デ オデ ィス ク プ レー ヤ (V H D 、 L V D ) 、 電

メラ、 M D プ レーヤ ー 早 .電 子辞 書 . 電子 システ ム手 帳

2 00 4年
移動 電話 、

他 の通信 機器
'C o ;

テ レビ、 ス テ レオセ ッ ト、携

帯 用音 楽 . 映像 用 機 器、 ビデ

オデ ッキ 、 カメ ラ、 ビデ オ カ

メラ

ラ ジ オ、ス ライ ド映 写機 、 カ ラ オケ槻 器 、 ラ ジ

カ セ 、 レ コ ー ドプ レー ヤ 、 テ ー プ レ コ ー ダ 、

M D レコ ー ダー 、 B S′C S チ ュ ーナ ー . ア ンテナ 、

C D プレーヤ ー、デ ジカメ用 プ リ ンタ、ワープ ロ、

電卓 . 電子 辞書 . 電子 シス テム手 帳

'類似した製品については、一部表現を修正又は省略している
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付録II　情報コンテンツに分類した品目の変遷

年 次

サブ カテ ゴ リご との 品 目 「教養 娯 楽用 品 」お よ び 「教

養 娯 楽 サ ー ビ ス 」 の う ち 、

情 報 コ ンテ ンツ の対 象 外 と活字 系 放 送系 活 字 . 放送以 外 の
付帯 的支 出

コンテ ンツ コンテ ン ツ コ ンテ ンツ した主 な品 目Ⅰ

19 84 年

新 開 、

放送 受信 料

入場 観 覧料 (映 画 、

美 術 館 、 博 物 館 、

動 物 園 、 遊 園 地 、

ジ ェ ッ トコー ス タ

ー 、 ポ ー ト乗 賃 、

パ チ ン コ)

文 房 具 ( 半 耐 久 ス ポ ー ツ用 具 、 ス ポ - ツ用

雑 誌 . 週刊 誌 、 的 ) 、 文 房 具 (非 品 、 玩 具 、 切 り花 、 愛 玩動

辞 古 . 事典 類 、 耐 久 的 ) 、 フ ィル 物 、 園 芸 用 品 、 教 養 娯 楽 用

他 の古 語 、 ム 、 レ コー ド . チ 品 修 理 代 、 栢 泊 料 、 パ ック

他 .*) !.[]I'」 ー プ、現像 焼付 代 旅行 、 月謝類 、諸 会門,

19 89 年

新聞 、

雑誌 . 週 刊誌 、

苦結 、

他 の印刷 物

受信 料 (テ レビ受
映 画 . 演 劇 . 文化

施 設 等 入 場 料 、

A V デ ィ ス ク . レ

コー ド

耐 久 性 文房 具 、 消

耗 性 文 房 具 、 フ イ

ス ポ ー ツ用 具 、 ス ポ ー ツ用

被服 .履 物 、 玩具 、切 り花 、

愛 玩 動 物 . 用 品 、 園 芸 品 .

同 用 品 、 宿 泊 料 、 パ ッ ク方在

信料 、有 線 テ レビ ル ム、録 音 テー プ、 行 、 月 謝 類 、 ス ポ ー ツ 施 設

受信 料 ) ビデ オテ ー プ、 現

像 焼 付代

使 用 料 、 ス ポ ー ツ観 覧 料 、

他 の入 場 ゲ ーム代 (遊 園 地 、

ジ ェ ッ トコ - ス ター 、 ポ ー

ト乗 賃 、パ チ ンコ )、諸 会 R ,

19 94 年

放 送受 信 料 (テ レ

ビ受 信 料 、 有線 テ

レ ビ加 入 料 . 受 信

料 、衛 星 放 送 の受

信料 )

映 画 . 演劇 . 文化

施 設 等 入場 料 、 オ

- デ イオ l ビデ オ

デ ィス ク . テ ー プ

(収 録 済 )、 テ レ ビ

ゲ ーム 、教 養 娯 楽

1号借 料 (テ レ ビ 、

耐 久性 文 房具 、 消

耗性 文 房 具 、 フ イ

ル ム 、 オ ー デ ィ

オ . ビデ オ デ ィス

ク、 テー プ (未 使

用 )、現 像焼 付代

ス ポ ー ツ用 具 、 ス ポ ー ツ用

被 服 . 履 物 、 玩 具 (テ レ ビ

ゲ ー ム以外 )、 切 り花 、愛 玩

動 物 . 用 品 、 園 芸 品 . 同 用

品 、福 泊 科 、 パ ック 旅 行 、

月謝 類 、 ス ポ ー ツ施 設 使 用

料 、 ス ポ ー ツ観 覧 料 、 遊 園

C D 、 ビ T オ T ー

プ 、 ス キ ー 用 具 、

スケ ー ト靴 な ど )

地 入 場 . 乗 物 代 、 他 の 入 場

ゲーム代 、 諸会 空音

19 9 9年

N H K 放 送 受 信 料

( テ レ ビ受 信 料 、

衛 星放 送 受 信料 )、

C A T V 受 信 料 (加

入 料 . 受 信 料 ) 、

他 の受 信料

映 画 . 漬別 . 文化

施 設 等 入場 料 、 オ

ー デ ィオ . ビデ オ

デ ィス ク . テ ープ

(収 録 済 )、 テ レ ビ

ゲ ー ム、教 養 娯 楽

賃 借 料

耐 久性 文 房 具 、消

耗性 文 房 具 、 フ イ

ル ム 、 オ ー デ ィ

オ . ビデ オデ ィス

ク、 テー プ (未 使

捕 )、現 像 焼付代

ス ポー ツ用 具 、 ス ポ ー ツ用

品、 玩 具 (テ レ ビゲ ー ム 以

外 )、切 り花 、 愛玩 動 物 . 用

品 、園 芸 品 . 同 用 品 、 砧 泊

料 、 パ ック 旅 行 、 月 謝 類 、

ス ポー ツ施 設 使 用 料 、 ス ポ

ー ツ紋 覧 料 、 遊 園 地 入 場 .

乗 物代 、 他 の入場 ゲー ム代 、

諸 会費

20 0 4年

N H K 放 送 受 信 料 、
映画 . 済劇 . 文 化

施 設 等 入場 料 、 音

楽 . 映 像収 録 済 メ

デ ィア、 テ レビゲ

ー ム、 教 養娯 楽 賃

借 料

耐 久性 文 房 具 、消

ス ポ ー ツ用 具 、 スポ ー ツ用

品 、玩 具 (テ レ ビゲ ー ム以

外 )、切 り花 、愛玩 動 物 . 捕

C A T V 受 信料 、他 耗 性 文房 具 、 フ イ 品 、園 芸 品 . 同用 品 、 柘 泊

の受信 料 N H K 以 ル ム 、音 楽 . 映 像 料 、 パ ック 旅 行 、 月 謝 類 、

外 の B S 、 C S 視 聴 用 未 使 用 メ デ イ ス ポ ー ツ施 設 使 用 料 、 スポ

料 ) ア、現像 焼付 代 ー ツ観 覧 料 、 遊 園地 入 場 .

乗 物代 、 他 の入 場 ゲー ム代 、

謂 会空;-

'一部表現を帽正又は省略している
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